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■ 市会の動き

８ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

6 金 日本共産党市会議員団議員会

公明党市議団議員会

9 月 経済総務委員会

18 水 市会改革推進委員会

19 木 日本共産党市会議員団議員会

公明党市議団議員会

20 金 民主・都みらい議員会

24 火 くらし環境委員会

25 水 教育福祉委員会

26 木 まちづくり消防委員会 日本共産党市会議員団議員会

27 金 交通水道委員会 自民党市議団議員会
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９ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

1 水 公明党市議団議員会

6 月 経済総務委員会

7 火 くらし環境委員会

8 水 市会運営委員会 日本共産党市会議員団議員会

公明党市議団議員会

9 木 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

10 金 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

13 月 自民党市議団議員会

公明党市議団議員会

14 火 市会運営委員会

15 水 本会議 普通予算特別委員会

普通予算特別委員会第1分科会第2

分科会合同分科会

公営企業等予算特別委員会

自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

16 木 普通予算特別委員会第1分科会

普通予算特別委員会第2分科会

公営企業等予算特別委員会

17 金 経済総務委員会

くらし環境委員会

教育福祉委員会

21 火 まちづくり消防委員会

交通水道委員会

市会運営委員会理事会

22 水 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

24 金 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

27 月 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

28 火 経済総務委員会

くらし環境委員会

教育福祉委員会

まちづくり消防委員会

交通水道委員会

普通予算特別委員会

公営企業等予算特別委員会

市会運営委員会

自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

29 水 本会議 普通決算特別委員会

普通決算特別委員会第1分科会第2

分科会合同分科会

公営企業等決算特別委員会

自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会
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30 木 本会議 日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会
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１０ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

1 金 本会議 日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

4 月 普通決算特別委員会

公営企業等決算特別委員会

5 火 普通決算特別委員会第1分科会

普通決算特別委員会第2分科会

公営企業等決算特別委員会

6 水 普通決算特別委員会第1分科会

普通決算特別委員会第2分科会

公営企業等決算特別委員会

7 木 普通決算特別委員会第1分科会

普通決算特別委員会第2分科会

公営企業等決算特別委員会

自民党市議団議員会

8 金 普通決算特別委員会第1分科会

普通決算特別委員会第2分科会

公営企業等決算特別委員会

民主・都みらい議員会

13 水 普通決算特別委員会第1分科会

普通決算特別委員会第2分科会

公営企業等決算特別委員会

14 木 普通決算特別委員会第1分科会

普通決算特別委員会第2分科会

公営企業等決算特別委員会

15 金 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

18 月 公営企業等決算特別委員会 日本共産党市会議員団議員会

20 水 普通決算特別委員会

21 木 経済総務委員会

くらし環境委員会

教育福祉委員会

22 金 まちづくり消防委員会

交通水道委員会

市会運営委員会理事会

25 月 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

26 火 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

27 水 くらし環境委員会

普通決算特別委員会

公営企業等決算特別委員会

市会運営委員会

自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

28 木 本会議 市会運営委員会理事会 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会
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■ 市会本会議

第３回市会（定例会）開会

会議の日時 9月15日（水） 開会 午前10時02分 散会 午前10時51分

開会宣告，開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

日程第1 会期の決定

日程第2 請願審査結果（まちづくり消防委員会 3件採択）

日程第3～90 （議第84号 22年度一般会計補正予算 ほか87件）

1 市長，副市長提案説明

2 質疑

 ⑴ 議第91号                    とがし 豊 議員 

3 普通，公営企業等予算特別委員会設置（別記1，2），付託の動議

下村あきら 議員

普通予算関係（議第84号～86号，98号，111号，170号, 171号 7件

公営企業等予算関係（議第87号～90号 4件）

4 常任委員会付託（残余の議案77件）（別記3）

日程第91 （市会議第27号 自転車安心安全条例の制定）

1 提案説明 田 孝雄 議員

2 ［常任委員会（くらし環境委員会）付託］

日程第92 （議員の派遣）

散会宣告

第３回市会（定例会）続会

会議の日時 9月29日（水） 開会 午前10時02分 散会 午前11時42分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

日程第1 （議第84号 22年度一般会計補正予算 ほか6件）

1 普通予算特別委員長報告（津田大三委員長）
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原案可決

84号に1個の付帯決議を付す

2 討論

         ⑴ 議第84号                    佐藤 和夫 議員 

3 表決

         ⑴ 議第84号，86号，98号及び170号         起立（自，民，公）

         ⑵ 残余の議案（3件）               簡易 

         ⑶ 付帯決議                    起立（自，共） 

日程第2 （議第87号 22年度病院事業特別会計補正予算 ほか3件）

1 公営企業等予算特別委員長報告（玉本なるみ委員長）

［原案可決］

2 表決

         ⑴ 議第87号                    起立（自，民，公）

         ⑵ 残余の議案（3件）               簡易 

日程第3 （議第93号 市税条例の一部改正 ほか2件）

1 経済総務委員長報告（くらた共子委員長）

原案可決

112号及び113号に１個の付帯決議を付す

2 表決

         ⑴ 議第93号，112号及び113号            簡易 

         ⑵ 付帯決議                    起立（自，民，公）

日程第4 （議第91号 地球温暖化対策条例の全部改正 ほか4件）

1 くらし環境委員長報告（鈴木マサホ委員長）

［原案可決］

日程第5 （議第97号 地方独立行政法人京都市立病院機構が譲渡等について市長の認可を

受けなければならない重要な財産を定める条例の制定 ほか55件）

1 教育福祉委員長報告（内海貴夫委員長）

原案可決

101号に1個の付帯決議を付す

2 討論

         ⑴ 議第101号                   宮田えりこ 議員 

3 表決

         ⑴ 議第97号，100号，101号及び166号～168号     起立（自，民，公）

         ⑵ 残余の議案（50件）               簡易 

         ⑶ 付帯決議                    起立（自，民，公）



- 7 -

日程第6 （議第102号 地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

ほか10件）

1 まちづくり消防委員長報告（湯浅光彦委員長）

［原案可決］

2 表決

         ⑴ 議第102号～106号及び108号          起立（自，民，公）  

         ⑵ 残余の議案（5件）               簡易 

日程第7 （議第110号 地域水道条例の一部改正）

1 交通水道委員長報告（寺田一博委員長）

［原案可決］

日程第8～31 （報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか23件）

1 市長，副市長提案説明

2 普通，公営企業等決算特別委員会設置（別記4,5），付託の動議

下村あきら 議員

普通決算関係（報第2号～7号，11号～20号 16件）

公営企業等決算関係（報第8号～10号，21号～25号 8件）

散会宣告

第３回市会（定例会）続会

会議の日時 9月30日（木） 開会 午前10時01分 散会 午後4時42分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

一般質問 ⑴ 市政一般について  寺 田 一 博 議員 

     ⑵ 市政一般について  山 本 恵 一 議員 

     ⑶ 市政一般について  田 中 明 秀 議員 

     ⑷ 市政一般について  西 野 さち子 議員 

     ⑸ 市政一般について  井 上 けんじ 議員 

     ⑹ 市政一般について  樋 口 英 明 議員 

散会宣告

第３回市会（定例会）続会

会議の日時 10月1日（金） 開会 午前10時01分 散会 午後3時02分

開議宣告
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会議録署名者の指名

諸般の報告

一般質問 ⑴ 市政一般について  隠 塚   功 議員 

     ⑵ 市政一般について  安孫子 和 子 議員 

     ⑶ 市政一般について  宮 本   徹 議員 

     ⑷ 市政一般について  平 山 賀 一 議員 

     ⑸ 市政一般について  曽 我   修 議員 

     ⑹ 市政一般について  久 保 勝 信 議員 

散会宣告

第３回市会（定例会）閉会

会議の日時 10月28日（水） 開会 午前11時02分 閉会 午後3時01分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

日程第1 請願審査結果（まちづくり消防委員会 2件採択）

日程第2 （議第92号 廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部改正 ほか1件）

1 くらし環境委員長報告（鈴木マサホ委員長）

議第92号 原案可決

市会議第27号 修正可決

議第92号に1個の付帯決議を付す

2 議第92号の修正案の提案説明 せのお直樹 議員

3 討論

        ⑴ 議第92号                    富 きくお 議員 

        ⑵ 議第92号                    佐野 春枝 議員 

        ⑶ 議第92号                    小林あきろう議員 

        ⑷ 議第92号                    平山 賀一 議員 

        ⑸ 市会議第27号の修正案及び原案          加地  浩 議員 

4 表決

⑴ 議第92号の修正案                起立（共） 

⑵ 議第92号の原案                 起立（自，民，公）

⑶ 市会議第27号の修正案              起立（共，民，公）

        ⑷ 市会議第27号の修正部分を除く原案        起立（共，民，公）

        ⑸ 付帯決議                    起立（自，民，公）
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日程第3 （報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件）

1 普通決算特別委員長報告（津田大三委員長）

認定

報第14号に１個の意見を付す

2 討論

 ⑴ 報第2号及び4号                  とがし 豊 議員 

              ⑵ 報第2号～7号及び11号～20号            田中 明秀 議員 

              ⑶ 報第2号～7号及び11号～20号            山岸たかゆき議員 

              ⑷ 報第2号～7号及び11号～20号            谷口 弘昌 議員 

3 表決

  ⑴ 報第2号，4号，5号，7号及び16号          起立（自，民，公）

              ⑵  残余の決算（11件）                簡易 

              ⑶  付す意見                     簡易 

日程第4 （報第8号 21年度地域水道特別会計歳入歳出決算 ほか7件）

1 公営企業等決算特別委員長報告（玉本なるみ委員長）

認定

報第21号に1個の意見を付す

報第24号に1個の意見を付す

報第25号に2個の意見を付す

2 討論

⑴ 報第21号～25号                  西村 善美 議員 

⑵ 報第8号～10号及び21号～25号           井あきら 議員

⑶ 報第8号～10号及び21号～25号            天方 浩之 議員 

⑷ 報第21号～25号            久保 勝信 議員

3 表決

⑴ 報第21号及び24号                起立（自，民，公）

⑵ 残余の決算（6件）                簡易 

⑶ 付す意見 

ｱ 21号の1個，24号の1個，25号の2番目 起立（自，民，公）

ｲ 25号の1番目 簡易

日程第5 （議第172号 人事委員会委員の選任）

日程第6 （議第173号 教育委員会委員の任命）

日程第7，8 （諮第10号 人権擁護委員の推薦 ほか1件）

日程第9～12 （市会議第28号 Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を求める意見書 ほか3件）

日程第13，14 （市会議第32号 小沢一郎衆議院議員の国会証人喚問を求める意見書 ほか1
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件）

表決 起立（自，共，公）

日程第15 （市会議第34号 我が国の尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件に関する意見

書）

表決 起立（自，共，公）

日程第16 （市会議第35号 新たな経済対策を求める意見書）

表決 起立（自，公）※

日程第17 （市会議第36号 リニア中央新幹線の京都ルート実現に関する決議）

表決 起立（自，民，公）

日程第18 議員の派遣

閉議宣告，閉会宣告

※ 可否同数であったため，議長裁決

（注）1 表中，自＝自民党市議団，共＝日本共産党市会議員団，民＝民主・都みらい，公＝公明

党市議団を表す。

2 議事日程に挙がっていて，特に表決の記載のないものは，全会一致により簡易表決され

たものである。
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（別記1）

普通予算特別委員

井 上 与一郎 議員 大 西 均 議員 加 地 浩 議員

加 藤 盛 司 議員 繁  夫 議員 下 村 あきら 議員

田 中 明 秀 議員 田 中 セツ子 議員 田 中 英 之 議員

津 田 大 三 議員 寺 田 一 博 議員 中 村 三之助 議員

橋 村 芳 和 議員 山 元 あ き 議員 山 本 恵 一 議員

赤 阪 仁 議員 井 坂 博 文 議員 井 上 けんじ 議員

岩 橋 ちよみ 議員 加 藤 あ い 議員 河 合 ようこ 議員

くらた 共 子 議員 倉 林 明 子 議員 佐 野 春 枝 議員

せのお 直 樹 議員 とがし 豊 議員 西 野 さち子 議員

宮 田 えりこ 議員 安孫子 和 子 議員 今 枝 徳 蔵 議員

隠 塚 功 議員 小 林 あきろう議員 鈴 木 マサホ 議員

中 野 洋 一 議員 宮 本 徹 議員 山 岸 たかゆき議員

山 本 ひろふみ議員 井 上 教 子 議員 木 村 力 議員

谷 口 弘 昌 議員 津 田 早 苗 議員 日 置 文 章 議員

平 山 賀 一 議員 湯 浅 光 彦 議員  田 孝 雄 議員

以上 45 名
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（別記2）

公営企業等予算特別委員

内 海 貴 夫 議員 小 林 正 明 議員 髙 橋 泰一朗 議員

富 きくお 議員 西 村 義 直 議員 巻 野 渡 議員

 井 あきら 議員 北 山 ただお 議員 佐 藤 和 夫 議員

玉 本 なるみ 議員 西 村 善 美 議員 樋 口 英 明 議員

山 中 渡 議員 青 木 よしか 議員 天 方 浩 之 議員

藤 川 剛 議員 安 井 つとむ 議員 山 本 恵 議員

久 保 勝 信 議員 柴 田 章 喜 議員 曽 我 修 議員

大 道 義 知 議員

以上 22 名
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（別記3）

議 案 付 託 表

（平成 22年９月 15日付託）

付 託 委 員 会 議 案

経 済 総 務 委 員 会 議第９３号 京都市市税条例の一部を改正する条例の制定について
議第 112 号 指定管理者の指定について（京都市国際交流会館）
議第 113 号 指定管理者の指定について（京都市大学のまち交流センター）

くらし環境委員会 議第９１号 京都市地球温暖化対策条例の全部を改正する条例の制定につ
いて

議第９２号 京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を改
正する条例の制定について

議第９４号 京都市区の所管区域条例の一部を改正する条例の制定につい
て

議第９５号 京都市区役所支所設置条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

議第９６号 京都市市民活動総合センター条例の一部を改正する条例の制
定について

議第 165 号 訴えの提起について

教 育 福 祉 委 員 会 議第９７号 地方独立行政法人京都市立病院機構が譲渡等について市長の
認可を受けなければならない重要な財産を定める条例の制定
について

議第９９号 京都市児童館及び学童保育所条例の一部を改正する条例の制
定について

議第 100 号 京都市知的障害者授産施設条例の一部を改正する条例の制定
について

議第 101 号 京都市急病診療所条例を廃止する条例の制定について
議第 114 号～議第 162 号 指定管理者の指定について（保健福祉局関係）

（49件）
議第 166 号 地方独立行政法人京都市立病院機構中期目標の策定について
議第 167 号 地方独立行政法人京都市立病院機構に承継させる権利につい

て
議第 168 号 地方独立行政法人京都市立病院機構定款の変更について

まちづくり消防委員会 議第 102 号 京都市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例
の一部を改正する条例の制定について

議第 103 号 京都市宝が池公園子どもの楽園条例の制定について
議第 104 号 京都市梅小路公園条例の一部を改正する条例の制定について
議第 105 号 京都市道路附属物自動車駐車場の駐車料金に関する条例の一

部を改正する条例の制定について
議第 106 号 京都市道路附属物駐車場の自転車等の駐車料金に関する条例

の一部を改正する条例の制定について
議第 107 号 京都市駐車場条例の一部を改正する条例の制定について
議第 108 号 京都市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議第 109 号 京都市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について

議第 163 号 市道路線の認定について
議第 164 号 市道路線の廃止について
議第 169 号 町の設置及び町の区域の変更について

交 通 水 道 委 員 会 議第 110 号 京都市地域水道条例の一部を改正する条例の制定について
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（別記4）

普通決算特別委員

井 上 与一郎 議員 大 西 均 議員 加 地 浩 議員

加 藤 盛 司 議員 繁  夫 議員 下 村 あきら 議員

田 中 明 秀 議員 田 中 セツ子 議員 田 中 英 之 議員

津 田 大 三 議員 寺 田 一 博 議員 中 村 三之助 議員

橋 村 芳 和 議員 山 元 あ き 議員 山 本 恵 一 議員

赤 阪 仁 議員 井 坂 博 文 議員 井 上 けんじ 議員

岩 橋 ちよみ 議員 加 藤 あ い 議員 河 合 ようこ 議員

くらた 共 子 議員 倉 林 明 子 議員 佐 野 春 枝 議員

せのお 直 樹 議員 とがし 豊 議員 西 野 さち子 議員

宮 田 えりこ 議員 安孫子 和 子 議員 今 枝 徳 蔵 議員

隠 塚 功 議員 小 林 あきろう議員 鈴 木 マサホ 議員

中 野 洋 一 議員 宮 本 徹 議員 山 岸 たかゆき議員

山 本 ひろふみ議員 井 上 教 子 議員 木 村 力 議員

谷 口 弘 昌 議員 津 田 早 苗 議員 日 置 文 章 議員

平 山 賀 一 議員 湯 浅 光 彦 議員  田 孝 雄 議員

以上 45 名
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（別記5）

公営企業等決算特別委員

内 海 貴 夫 議員 小 林 正 明 議員 髙 橋 泰一朗 議員

富 きくお 議員 西 村 義 直 議員 巻 野 渡 議員

 井 あきら 議員 北 山 ただお 議員 佐 藤 和 夫 議員

玉 本 なるみ 議員 西 村 善 美 議員 樋 口 英 明 議員

山 中 渡 議員 青 木 よしか 議員 天 方 浩 之 議員

藤 川 剛 議員 安 井 つとむ 議員 山 本 恵 議員

久 保 勝 信 議員 柴 田 章 喜 議員 曽 我 修 議員

大 道 義 知 議員

以上 22 名
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■ 一般質問

月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

9月30日 1 市の財政状況に対する市民の理解促進の

取組

2 財政改革に向けた取組

3 次期京都市基本計画の策定と人口減少

4 自治会組織への加入促進条例の制定

5 リニア中央新幹線構想

6 関空からのアクセスの改善

7 姉妹都市等との国際交流

8 高齢者への在宅ケア

9 青少年科学センターの充実

10 奥志摩みさきの家の施設改修

11 堀川団地の再生

12 公園緑地の再整備

寺田一博議員 門川市長

星川副市長

由木副市長

高桑教育長

〃 1 高齢社会における施設整備の在り方

2 農産物の販売戦略

3 野生鳥獣による農作物被害対策

4 学力向上に向けた取組

5 生き方探求教育の推進

6 ミスト装置の設置拡大

7 水災害対策

8 消防団の充実強化等

9 御薗橋及び周辺道路の整備

山本恵一議員 門川市長

細見副市長

由木副市長

高桑教育長

〃 1 温室効果ガス削減に向けた取組

2 京町家の保全対策

3 森林保全対策

4 コミュニティセンターの転用及び市立浴

場の経営改革

5 昼間里親制度の充実

6 伝統文化体験活動や道徳教育の充実

7 洛西地域における公共交通の利便性向上

の取組

8 嵐山地区における無電柱化の取組

田中明秀議員 門川市長

由木副市長

谷口子育て支援政策監

高桑教育長
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月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

9月30日 1 市民生活に対する認識

2 京都高速道路の整備の見直し

3 国民健康保険料の引下げ

4 国民健康保険証の発行

5 国民健康保険の一部負担金減免制度の拡

充

6 焼却灰溶融施設の稼動中止

7 有料指定袋の価格の引下げ

8 市立芸術大学の法人化の撤回等

9 子どもの医療費助成の拡充

10 肺炎球菌ワクチン及びヒブワクチンの予

防接種

11 子宮頸がん予防ワクチン接種費用の助成

12 岡田山の廃棄物に係る安全確認等

西野さち子議員 門川市長

星川副市長

坪内環境政策局長

中島保健福祉局長

山﨑建設局長

〃 1 緊急雇用対策

2 市役所における非正規職員の任用の見直

し

3 高齢者雇用の拡大

4 介護保険制度の見直し

5 高齢者に対する支援体制の充実

6 梅小路公園の再整備と水族館建設

7 市営住宅等の整備

8 地上デジタル放送の移行への対策

9 教育費の保護者負担の軽減

10 少人数学級の推進

11 人権教育の見直し

井上けんじ議員 門川市長

由木副市長

山添人材活性化政策監

西村総合企画局長

中島保健福祉局長

高桑教育長

〃 1 円高対策及び中小企業への支援

2 保育環境の充実

3 鳥獣害対策

4 葬儀場の建設に対する規制

5 左京区総合庁舎の移転

6 北泉通の拡幅及び高野川への架橋の中止

樋口英明議員 門川市長

星川副市長

細見副市長

谷口子育て支援政策監

田辺都市計画局長

山﨑建設局長
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月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

10月1日 1 財政健全化に向けた取組

2 地球温暖化対策室職員の庁内公募

3 市の公共建築物における地球温暖化対策

4 ペット条例の制定

5 岡崎地域活性化に向けた取組

6 区役所のワンストップサービス

隠塚功議員 門川市長

星川副市長

細見副市長

〃 1 都市計画道路網の見直し

2 地球温暖化対策の計画策定

3 電線類地中化の推進

4 地下鉄駅の活性化

安孫子和子議員 門川市長

由木副市長

葛西公営企業管理者

〃 1 地球温暖化対策の市民レベルでの取組

2 自転車の利用促進

3 生物多様性に配慮した暮らし

4 林業の再生に向けた取組

宮本徹議員 門川市長

大島地球環境政策監
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月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

10月1日 1 市債残高の削減

2 財政情報に係る説明責任

3 職員に対する懲戒処分の在り方

4 コンプライアンス強化の取組

5 環境にやさしいライフスタイルへの転換

6 レスパイトケア及び認知症サポートの体

制構築

平山賀一議員 門川市長

星川副市長

由木副市長

大島地球環境政策監

〃 1 消費者行政の推進

2 特別支援学校の教育環境の整備

3 介護保険制度における施設整備

4 外国人観光客の誘致

5 新景観政策

曽我修議員 門川市長

由木副市長

高桑教育長

〃 1 女性特有のがん対策

2 高齢者の買い物支援

3 生活交通の再編強化

4 子ども・若者の支援

5 都市農業の取組

6 海外水ビジネス等の展開

久保勝信議員 門川市長

細見副市長

由木副市長

西村公営企業管理者



- 20 -

■ 市会運営委員会及び理事会

市会運営委員会

会議の日時 9月8日（水） 開会 午前11時01分 散会 午前11時11分

会議の内容 1 市会運営委員の辞任及び補欠選任について

議長において，6月7日に，津田大三議員，寺田一博議員及び山本恵一議員の

辞任を許可し，後任に中村三之助議員，西村義直議員及び下村あきら議員を指

名したとの報告がある。

2 市会本会議議事進行係の選任について

寺田一博委員及び山本恵一委員に代わり西村義直委員及び下村あきら委員を

選任する。

3 議長からの報告事項について

加藤議長から海外出張（メキシコ市及びグアダラハラ市訪問）の報告があ

る。

4 9月定例会の審議日程について

⑴ 審議日程 

別記6のとおり決定する。

⑵ 15日，29日，30日及び1日の本会議 

15日は会期の決定，議案の説明聴取及び議案の処理（予算特別委員会の設

置，付託等）を，29日は委員会付託議案の議決及び議案の処理（決算特別委

員会の設置，付託等）を，30日と1日は代表質問を行う。いずれも，午前10時

に開会することに決定する。

⑶ 代表質問時間割 

別記7のとおり決定する。

5 第12回世界歴史都市会議への出席者について

議長のほか，各会派からの出席者について報告があり，最終本会議で議決に

より決定することとする。

6 その他について

14日の午前11時に市会運営委員会を開き，15日の本会議の進め方などを協議

する。

7 特記事項

毎日放送からテレビ撮影の申出があり，これを許可した。

市会運営委員会

会議の日時 9月14日（火） 開会 午前11時01分 散会 午前11時10分

会議の内容 1 15日の本会議について

⑴ 会期の決定  9月15日～10月28日（44日間） 

⑵ 請願審査結果 

ｱ まちづくり消防委員会（3件採択）
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全会派：いずれも賛成

簡易表決する。

⑶ 議案の取扱い 

ｱ 市長提出議案

88件を一括上程し，市長，副市長から提案説明を聴いた後，以下のとおり

処理することに決定する。議第91号については，とがし豊議員から質疑を行

うことに決定する。

(ｱ) 補正予算及び関連議案（11件）

a 普通予算（議第84号 22年度一般会計補正予算 ほか6件）

別記1の名簿の者を委員とする普通予算特別委員会を設置し，付託する

ことに決定する。

b 公営企業等予算（議第87号 22年度病院事業特別会計補正予算 ほか3件）

別記2の名簿の者を委員とする公営企業等予算特別委員会を設置し，付

託することに決定する。

(ｲ) その他の議案（議第91号 地球温暖化対策条例の全部改正 ほか76件）

全会一致で所管の常任委員会に付託することに決定する。

ｲ 議員提出議案（市会議第27号 自転車安心安全条例の制定）

田孝雄議員から提案説明を聴いた後，くらし環境委員会に付託すること

に決定する。

 ⑷ 議員の派遣 

別記8のとおり議員を派遣することとし，簡易表決する。

2 その他について

⑴ 西村義直議員の身体上の都合による議場への入退室の際の杖の使用を，議長

が許可する。

⑵ 市長公室広報担当及び市政記者等の本会議でのテレビ及び写真撮影等を，議

長が許可する。

⑶ 15日の本会議終了後に普通予算特別委員会及び合同分科会並びに公営企業等

予算特別委員会を開会し，正副委員長の互選等を行う。

⑷ 議員研修として，15日午後1時から，議場において，東京大学名誉教授 大森

彌氏に「自治体議会議員の新たな位置付け」について講演していただく。

⑸ 21日の正午に理事会を開き，付託議案の審査状況を確認し，審議日程につい

て協議する。

市会運営委員会理事会

会議の日時 9月21日（火） 開会 午後0時10分 散会 午後0時15分

会議の内容 1 今後の審議日程等について

⑴ 委員会の審査状況 

経済総務委員長，くらし環境委員長，教育福祉委員長，まちづくり消防委

員長，交通水道委員長，普通予算特別委員長，公営企業等予算特別委員長に

出席を求め，付託議案の審査状況を確認した。
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⑵ 今後の審議日程 

次のとおり決定する。

22，24，27日 議員会

28日 討論結了

経済総務委員会，くらし環境委員会，教育福祉委員会

（午後1時00分）

まちづくり消防委員会，交通水道委員会

（午後1時30分）

普通予算特別委員会，公営企業等予算特別委員会

（午後2時00分）

取りまとめ

市会運営委員会（午後3時30分）

2 理事者発言について

 ⑴ 追加議案24件 

ｱ 各会計決算 24件

星川副市長から追加提出するとの申出があり，各会派で検討し，28日の市

会運営委員会で取りまとめることとする。

 ⑵ 市長の海外出張 

市長が10月16日に中華人民共和国上海市（上海万博「京都ウィーク」開幕

式）に出張するとの報告がある。

市会運営委員会

会議の日時 9月28日（火） 開会 午後7時08分 散会 午後7時19分

会議の内容 1 29,30,1日の本会議の順序及び議案の取扱いについて

 ⑴ 付託議案の取扱い 

ｱ 普通予算特別委員会（議第84号 22年度一般会計補正予算 ほか6件）

委員会は，原案可決と査定する。

自民，民主，公明：すべて賛成

共産：議第84号，86号，98号及び170号は反対，その他の議案は賛成。佐

藤和夫議員が議第84号に対する反対討論を行う。

佐藤和夫議員の討論の後，議第84号，86号，98号及び170号は起立表決し，

その他の議案3件は簡易表決する。

付帯決議は，意見が分かれているので，起立表決する。

ｲ 公営企業等予算特別委員会（議第87号 22年度病院事業特別会計補正予算 ほ

か3件）

委員会は，原案可決と査定する。

自民，民主，公明：すべて賛成

共産：議第87号は反対，その他の議案は賛成

議第87号は起立表決し，その他の議案3件は簡易表決する。

ｳ 経済総務委員会（議第93号 市税条例の一部改正 ほか2件）
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委員会は，原案可決と査定する。

全会派：すべて賛成

簡易表決する。

付帯決議は，意見が分かれているので，起立表決する。

ｴ くらし環境委員会（議第91号 地球温暖化対策条例の全部改正 ほか4件）

委員会は，原案可決と査定する。

全会派：すべて賛成

簡易表決する。

このほか，議第92号及び市会議第27号については，討論結了とせず，引き

続き会派で検討し，後日開会の委員会で討論結了とすることと委員会で決定

した旨が確認された。

ｵ 教育福祉委員会（議第97号 地方独立行政法人京都市立病院機構が譲渡等につ

いて市長の認可を受けなければならない重要な財産を定める条例の制定 ほ

か55件）

委員会は，原案可決と査定する。

自民，民主，公明：すべて賛成

共産：議第97号，100号，101号及び166～168号は反対，その他の議案は

賛成。宮田えりこ議員が議第101号に対する反対討論を行う。

宮田えりこ議員の討論の後，議第97号，100号，101号及び166号～168号は

起立表決し，その他の議案50件は簡易表決する。

付帯決議は，意見が分かれているので，起立表決する。

ｶ まちづくり消防委員会（議第102号 地区計画の区域内における建築物の制限

に関する条例の一部改正 ほか10件）

委員会は，原案可決と査定する。

自民，民主，公明：すべて賛成

共産：議第102号～106号及び108号は反対，その他の議案は賛成

議第102号～106号及び108号は起立表決し，その他の議案5件は簡易表決す

る。

ｷ 交通水道委員会（議第110号 地域水道条例の一部改正）

委員会は，原案可決と査定する。

全会派：すべて賛成

簡易表決する。

⑵ 追加議案の取扱い 

24件を一括上程し，市長，副市長から提案説明を聴いた後，次のとおり処

理する。

ｱ 報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

別記4の名簿の者を委員とする普通決算特別委員会を設置し，付託すること

に決定する。

ｲ 報第8号 21年度地域水道特別会計歳入歳出決算 ほか7件

別記5の名簿の者を委員とする公営企業等決算特別委員会を設置し，付託す
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ることに決定する。

 ⑶ 代表質問 

時間割（別記9）のとおりとする。

なお，寺田一博議員及び曽我修議員から発言を補完するために物品等を使

用したい旨の申出書が提出されているとの報告がある。

 ⑷ その他 

29日の本会議終了後に普通決算特別委員会及び合同分科会並びに公営企業

等決算特別委員会を開会し，正副委員長の互選等を行う。

市会運営委員会理事会

会議の日時 10月22日（金） 開会 午後0時02分 散会 午後0時10分

会議の内容 1 今後の審議日程等について

 ⑴ 委員会の審査状況 

普通決算特別委員長，公営企業等決算特別委員長に出席を求め，付託議案

の審査状況を確認した。また，9月28日のくらし環境委員会で，付託された議

案のうち議第92号及び市会議第27号について討論結了とせず，引き続き会派

で検討し，後日開会の委員会で討論結了することとされているため，くらし

環境委員長にも出席を求めた。

 ⑵ 今後の審議日程 

次のとおり決定する。

25，26日 議員会

27日 討論結了

くらし環境委員会（午後2時00分）

普通決算特別委員会，公営企業等決算特別委員会

（午後2時30分）

取りまとめ

市会運営委員会（午後4時30分）

28日 本会議

2 理事者発言について

 ⑴ 追加議案（人事委員会委員の選任 1件，教育委員会委員の任命 1件，人権擁

護委員の推薦 2件）

各会派で検討し，27日の市会運営委員会で取りまとめることとする。

 ⑵ 11月定例会の招集 

日程案を各会派で検討し，28日の本会議終了後の市会運営委員会理事会で

取りまとめることとする。

市会運営委員会

会議の日時 10月27日（水） 開会 午後9時14分 散会 午後9時25分

会議の内容 1 28日の本会議の順序及び議案の取扱いについて

 ⑴ 請願審査結果 
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ｱ まちづくり消防委員会（2件採択）

全会派：いずれも賛成

簡易表決する。

 ⑵ 付託議案の取扱い 

ｱ くらし環境委員会（議第92号 京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条

例の一部改正 ほか1件）

委員会は，議第92号については原案可決，市会議第27号については修正可

決と査定する。

自民：市会議第27号の修正案及び原案は反対。加地浩議員が反対討論を

行う。

議第92号は賛成。富きくお議員が賛成討論を行う。

共産：議第92号を修正。せのお直樹議員が修正案を説明する。修正案否

決の場合は原案に反対。佐野春枝議員が反対討論を行う。

市会議第27号の修正案は賛成。

民主：すべて賛成。議第92号に対する賛成討論を小林あきろう議員が行

う。

公明：すべて賛成。議第92号に対する賛成討論を平山賀一議員が行う。

せのお直樹議員の修正案の説明，富きくお議員，佐野春枝議員，小林あき

ろう議員，平山賀一議員，加地浩議員の討論の後，まず，議第92号につい

て，修正案，原案の順に起立表決し，次に，市会議第27号の修正案及び修正

部分を除く残余の部分について起立表決する。

付帯決議は，意見が分かれているので，起立表決する。

⑶ 付託議案の取扱い 

ｱ 普通決算特別委員会（報第2号 平成21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15

件）

委員会は，認定と査定する。

自民：すべて認定。田中明秀議員がすべての決算に対する賛成討論を

行う。

共産：報第2号，4号，5号，7号及び16号は認定せず，その他の決算は

認定。とがし豊議員が報第2号及び4号に対する反対討論を行

う。

民主：すべて認定。山岸たかゆき議員がすべての決算に対する賛成討

論を行う。

公明：すべて認定。谷口弘昌議員がすべての決算に対する賛成討論を

行う。

とがし豊議員，田中明秀議員，山岸たかゆき議員，谷口弘昌議員の討論の

後，報第2号，4号，5号，7号及び16号は起立表決し，その他の決算11件は

簡易表決する。

付す意見は，簡易表決する。

ｲ 公営企業等決算特別委員会（報第8号 21年度地域水道特別会計歳入歳出決
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算 ほか7件）

委員会は，認定と査定する。

自民：すべて賛成。井あきら議員がすべての決算に対する賛成討論

を行う。

共産：報第21号及び24号は認定せず，その他の決算は認定。西村善美

議員が報第22号，23号及び25号に対する賛成討論並びに報第21号

及び24号に対する反対討論を行う。

民主：すべて賛成。天方浩之議員がすべての決算に対する賛成討論を

行う。

公明：すべて賛成。久保勝信議員が報第21～25号に対する賛成討論を

行う。

西村善美議員，井あきら議員，天方浩之議員，久保勝信議員の討論の

後，報第21号及び24号は起立表決し，その他の議案6件は簡易表決する。

付す意見は，意見が分かれるものは，起立表決する。

 ⑷ 追加議案の取扱い 

ｱ 人事委員会委員の選任 1件

ｲ 教育委員会委員の任命 1件

ｳ 人権擁護委員の推薦 2件

全会派：すべて賛成

簡易表決する。

 ⑸ 意見書案，決議案の取扱い 

ｱ Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を求める意見書

ｲ 父親の育児休業取得促進を求める意見書

ｳ 速やかに取調べの可視化（取調べ全過程の録画）の実現を求める意見書

ｴ 「働く世代への大腸がん検診推進事業」実施を求める意見書

簡易表決する。

ｵ 小沢一郎衆議院議員の国会証人喚問を求める意見書（自，共，公）

ｶ 米価下落への緊急対策を求める意見書（自，共，公）

民主：反対

いずれも起立表決する。

ｷ 我が国の尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件に関する意見書（自，公）

共産：賛成

民主：反対

起立表決する。

ｸ 新たな経済対策を求める意見書（自，公）

共産，民主：反対

起立表決する。

ｹ リニア中央新幹線の京都ルート実現に関する決議（自，民，公）

共産：反対

起立表決する。
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 ⑹ 職員の派遣 

別記10のとおり議員を派遣する。

全会派：賛成

簡易表決する。

 ⑺ その他 

28日の本会議は，午前10時に開会する。

市会運営委員会理事会

会議の日時 10月28日（木） 開会 午後3時17分 散会 午後3時19分

会議の内容 1 11月定例会の審議日程について

日程表（別記11）のとおり確認し，改めて11月11日の市会運営委員会で決定

することとする。
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（別記6）

月 日 曜 備 考

7 ９・ ８ 水 告示 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 ・ ９ 木

5 ・ １０ 金

4 ・ １１ 土

3 ・ １２ 日

2 ・ １３ 月

1 ・ １４ 火 市会運営委員会

1 ・ １５ 水 10:00 本会議 ＜招集＞

2 ・ １６ 木

3 ・ １７ 金

4 ・ １８ 土

5 ・ １９ 日 委員会

6 ・ ２０ 月祝

7 ・ ２１ 火 ＜追加議案発送＞

8 ・ ２２ 水 (議員会）

9 ・ ２３ 木祝

10 ・ ２４ 金 (議員会）

11 ・ ２５ 土

12 ・ ２６ 日

13 ・ ２７ 月 (議員会）

14 ・ ２８ 火 委員会(討論結了）－市会運営委員会

15 ・ ２９ 水 10:00 本会議

16 ・ ３０ 木 10:00 本会議

17 10・ １ 金 10:00 本会議

18 ・ ２ 土

19 ・ ３ 日

20 ・ ４ 月

21 ・ ５ 火

22 ・ ６ 水

23 ・ ７ 木

24 ・ ８ 金

25 ・ ９ 土

26 ・ １０ 日

27 ・ １１ 月祝

28 ・ １２ 火

29 ・ １３ 水 委員会

30 ・ １４ 木

31 ・ １５ 金 自治記念日
32 ・ １６ 土

33 ・ １７ 日

34 ・ １８ 月

35 ・ １９ 火

36 ・ ２０ 水

37 ・ ２１ 木

38 ・ ２２ 金

39 ・ ２３ 土

40 ・ ２４ 日

41 ・ ２５ 月 (議員会）

42 ・ ２６ 火 (議員会）

43 ・ ２７ 水 委員会(討論結了）－市会運営委員会

44 ・ ２８ 木 10:00 本会議 ＜会期末＞

９ 月 定 例 会 日 程 （案）
（２２．９ ．８）

本 会 議 等 委 員 会 等
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（別記7）

代 表 質 問 時 間 割 （案）

＊ 基本時間３４分＋３分×議員数

（答弁は質問時間の６割） (５４０分)

［第１日目］

１０：００

１０：０４

１１：５０

（休憩７０分） 自 民：１６０分 質問 １００分

答弁 ６０分

１３：００

１３：０３

１３：５７

（休憩２０分） 共 産：１４６分 質問 ９１分

答弁 ５５分

１６：４３

［第２日目］

１０：００

１０：０４

１１：５０

（休憩７０分） 民主・都：１２２分 質問 ７６分

答弁 ４６分

１３：００

１３：０３

１３：１９

公 明：１１２分 質問 ７０分

１５：１１ 答弁 ４２分
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（別記8）

議員の派遣

地方自治法第１００条第１３項及び京都市会会議規則第１２７条の規定により，下記のと

おり議員を派遣する。

記

１ 派遣目的 第１２回世界歴史都市会議出席

２ 派遣場所 奈良県奈良市

３ 派遣期間 平成２２年１０月１２日

４ 派遣議員 中村三之助，西村 義直，くらた共子，隠塚 功，津田 早苗
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（別記9）

代 表 質 問 時 間 割

［９月３０日（木）］

１０時００分 開 議
１０時０４分

（寺 田 一 博 議員） 質問時間 ３４分

答弁時間 ２０分

１０時５８分
（山 本 恵 一 議員） 質問時間 ３３分

答弁時間 ２０分
１１時５１分

（休憩６９分）

１３時００分 再 開

１３時０３分
（田 中 明 秀 議員） 質問時間 ３３分

答弁時間 ２０分

１３時５６分
（西 野 さち子 議員） 質問時間 ３５分

答弁時間 ２１分

１４時５２分
（休憩２０分）

１５時１２分 再 開
（井 上 けんじ 議員） 質問時間 ２８分

答弁時間 １７分
１５時５７分

（樋 口 英 明 議員） 質問時間 ２８分
答弁時間 １７分

１６時４２分

［１０月１日（金）］
１０時００分 開 議

１０時０４分
（隠 塚 功 議員） 質問時間 ３０分

答弁時間 １８分
１０時５２分

（安孫子 和 子 議員） 質問時間 ２５分
答弁時間 １５分

１１時３２分
（宮 本 徹 議員） 質問時間 ２１分

答弁時間 １３分

１１時５３分

（休憩６７分）
１３時００分 再 開

１３時０３分

１３時１６分

（平 山 賀 一 議員） 質問時間 ２４分

答弁時間 １４分
１３時５４分

（曽 我 修 議員） 質問時間 ２３分
答弁時間 １４分

１４時３１分

（久 保 勝 信 議員） 質問時間 ２３分

答弁時間 １４分

１５時０８分
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（別記10）

議員の派遣

地方自治法第１００条第１３項及び京都市会会議規則第１２７条の規定により，下記のと

おり議員を派遣する。

記

１ 派遣目的 議会改革に係る調査

２ 派遣場所 長野県松本市，名古屋市

３ 派遣期間 平成２２年１１月４日から１１月５日まで

４ 派遣議員 柴田 章喜
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（別記11）

月 日 曜日 備 考

7 11・11 木 告示 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 ・12 金

5 ・13 土

4 ・14 日

3 ・15 月

2 ・16 火

1 ・17 水 市会運営委員会

1 ・18 木 10:00 本会議＜招集＞ 委員会

2 ・19 金 (議員会）

3 ・20 土

4 ・21 日

5 ・22 月 委員会(討論結了）－市会運営委員会

6 ・23 火祝

7 ・24 水 10:00 本会議

8 ・25 木 10:00 本会議

9 ・26 金

10 ・27 土

11 ・28 日

12 ・29 月

13 ・30 火

14 12・ 1 水 委員会

15 ・ 2 木

16 ・ 3 金

17 ・ 4 土

18 ・ 5 日

19 ・ 6 月

20 ・ 7 火 (議員会）

21 ・ 8 水 (議員会）

22 ・ 9 木 委員会(討論結了）－市会運営委員会

23 ・10 金 10:00 本会議 ＜会期末＞

本 会 議 等 委 員 会 等

１１ 月 定 例 会 日 程 （案）
（２２．１０．２８）
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経済総務委員会

会議の日時 8月9日（月） 開会 午前10時02分 散会 午後2時13分

会議の内容 1 一般質問

・財政改革有識者会議について（基金の活用状況，将来に向けた基金の在り

方，債権情報の共有化及び回収の一元化，市税の軽減措置の見直し，提言の

時期，提言後の取組，新たな行財政改革・創造プランの策定，行財政改革の

推進における市民理解を促進するための取組）

・法人市民税について（増収見込の有無，本市の産業構造問題の解消に向けた

取組等）

・財政改革有識者会議での検討に関する本市の基本理念について

・共聴施設の整備事業及び移動用通信鉄塔施設の整備事業について（進ちょく

状況，課題）

・地上デジタル放送に関する取組について（簡易チューナー給付事業の進ちょ

く状況及び普及促進に向けた取組，高齢者に対する取組，国に対する要望，

ビル陰の受診対策の進ちょく状況，課題）

・山ノ内浄水場の跡地活用について（方向性，市民等に対する情報提供，地域

住民への開放）

・緊急雇用対策事業について（取組に対する感想，対象人数，予算規模，職員

体制の強化の有無，各局の雇用創出関係事業のとりまとめ状況，京都未来を

担う人づくり推進事業対象者の就職状況及び来年度募集予定，予算執行の主

体，継続的な財源確保の見込，安定的な雇用の確保に向けた決意）

・本市の経済状況について（認識，市民に対する情報提供，重層的な産業構造

の創出の必要性及び実現に向けた対応策）

・大雨による桂川等での漁業被害について（実態の把握状況，本市における支

援）

・猛暑による農作物の被害状況について

・ロシアの小麦類禁輸に伴う影響について

・最低賃金について（認識，引上げにより影響を受ける中小企業への支援策）

2 要求資料

・基金の積立て及び取崩し状況について

・緊急雇用対策事業の取組状況について

経済総務委員会

会議の日時 9月 6日（月） 開会 午前10時03分 散会 午後2時15分

会議の内容 1 報告事項

・京都市基本計画第2次案について

2 一般質問

■ 常任委員会
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・政治団体の顧問への就任について（認識，地方公務員法及び公職選挙法上の問

題）

・地上デジタル放送受信の簡易チューナーの配布について（配布状況，配布対

象者の基準，市民税非課税世帯への配布対象の拡大，取付けの支援）

・学校跡地の活用について（跡地活用の手順及び方向性，地域住民の窓口）

・元環境局職員の免職処分取消し訴訟の大阪高裁判決について（本市の敗訴判決

の理由，裁判所が被害者本人を特定できる取扱いとしたこと及び公金横領に当

たらないと判断したことに対する見解，三審に向けた論点）

・上下水道局職員の通勤手当不正受給について（上下水道局から行財政局への報

告内容，処分内容の妥当性，全職員を対象とした通勤届の実情確認の実施）

・円高対策について（認識，本市の経済への影響，中小企業等に対する実態調

査，本市の観光産業への影響，今後の取組，各種取組の周知）

・制度融資の利用状況について

・ナラ枯れ対策について（被害に対する認識，被害状況，対策規模，早期対応が

できなかった理由，今後の取組）

経済総務委員会

会議の日時 9月17日（金） 開会 午前10時02分 散会 午後2時00分

会議の内容 1 付託議案審査 3件

・議第93号 市税条例の一部改正

・議第112号 指定管理者の指定（京都市国際交流会館）

・議第113号 指定管理者の指定（京都市大学のまち交流センター）

2 陳情審査

陳情第150号 永住外国人への地方参政権付与の法制化反対の要請

3 報告事項

・京都市未来まちづくり100人委員会の取組等について

4 一般質問

・職員給与及び超過勤務に対する人事委員会からの勧告・報告について

・総合特区制度に関する提案の文書表現について

・円高対策について（商工会議所が実施した調査の中間結果の把握，企業に与

える影響に対する認識，円高に関する相談窓口，金融支援の内容及び充実

策，設備貸与事業実施予定の有無）

・米価の下落について（認識，本市の支援策の必要性）

5 要求資料

・法人市民税の超過課税の理由と経過について

経済総務委員会

会議の日時 9月28日（火） 開会 午後5時02分 散会 午後5時04分
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会議の内容 1 付託議案審査 3件（討論結了）

⑴ 会派の検討結果 

自民，共産，民主：すべて賛成。

公明：すべて賛成。議第112号及び113号に1個の付帯決議を付す。

⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，全会一致ですべて可決することに決定する。

ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副委員長と各会派の代表に一任し，調整の結

果，議第112号及び113号に1個の付帯決議を付すことに決定する。

経済総務委員会

会議の日時 10月21日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後0時20分

会議の内容 1 報告事項

・職員の懲戒処分について

・「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」について

2 一般質問

・現業職員給与の民間水準との比較について

・平成23年度予算編成について（未来まちづくり推進枠及び未来まちづくりプ

ランの総括，予算編成の仕組，市民及び市会への情報提供）

・ナラ枯れ被害について（三山の被害木の割合，行政による対策，国への要

望，予防対策の必要性）

・鳥獣被害について

・ナラ枯れ対策について（森林保全寄付金付き商品の検討状況，ボランティア

の理解促進，森林環境税との関係）

・米価の下落について（米価の推移状況，作柄の状況，生産者の実態の把握状

況及び内容，今後の対策）

・京都館の運営について（賃料等，21年度収支，評価）

3 要求資料

・市内稲作農家の実態調査結果について

くらし環境委員会

会議の日時 8月24日（火） 開会 午前10時04分 散会 午後4時25分

会議の内容 1 参考人の委員会出席要求について

焼却灰溶融施設整備工事に関し，住友重機械工業㈱関係者に参考人として出

席を求めることに決定した。

2 報告事項

・京都市消費生活基本計画（第2次計画）素案について

・「京都市地球温暖化対策条例改正骨子（案）」に関するパブリックコメントの実

施結果について

・2008（平成20）年の温室効果ガス排出量（確定値）について
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・「京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例」の一部改正に関するパブ

リックコメントの結果及び京都市廃棄物減量等推進審議会における「家庭から

出されたごみの持去り禁止に関するとりまとめ」について

・京都市廃棄物減量等推進審議会における「有料化財源活用方法に関するとりま

とめ」について

・京都市における大気，水質等環境調査結果（平成21年度）について

3 一般質問

・市民生活センターのウィングス京都への移転について（検討状況，考え方）

・ウィングス京都の活性化について

・コミュニティセンターの第2次転用計画の説明会における主な意見について

・人権文化推進計画について（進行管理，教育委員会発行の冊子の見直し内

容）

・京都市における原爆展の実施について

・区役所における行政書士の相談業務について（実施状況，拡大）

・区役所機能の充実について（行政書士相談業務の実績，区役所における相談

機能の充実の必要性）

・消費生活基本計画素案の内容について

・高齢者所在不明問題について（住民基本台帳からの削除の経過，今後の取

組，死亡届の扱い，所在の把握体制）

・伏見区総合庁舎の駐車場の混雑について

・ボランティア清掃無料専用袋の大きさについて

・ＫＥＳ認証取得について（進ちょく状況，今後の取組，ＫＥＳ認証取得・エ

コアクション21・グリーン経営認証制度の違い）

4 要求資料

・焼却灰溶融施設整備工事（プラント設備工事）履行遅延の経過について

・「京（みやこ）の環境みらい創生事業」について

・集積所に排出されたごみの所有権に関する判例について

・缶・びん・ペットボトル中間処理施設の状況

くらし環境委員会

会議の日時 9月7日（火） 開会 午前10時02分 散会 午後2時53分

会議の内容 1 参考人意見聴取

・焼却灰溶融施設の設計不具合の原因と今後の安全対策，対策チームでの評価及

び今後の運営について

2 報告事項

・まち美化事務所職員の逮捕について

3 一般質問

・焼却灰溶融施設について（住友重機械工業からの報告に対する所感，設計不

具合の原因の認識等）

・伏見桃山城の運動公園について（施設間の距離，整備についての今後の見通



- 38 -

し）

・子ども・若者に対する総合支援について（進ちょく状況，今後の取組）

・野生鳥獣被害に対する自主防除組織について（組織数，行政の参画・支援方

法，行政の支援に係る予算の執行状況，行政の支援に対する意見）

・鳥獣害対策に係る庁内体制の在り方について

・組合施行の区画整理への行政の関わりについて

・一人暮らしの高齢者の安否確認に関する取組について

4 特記事項

住友重機械工業㈱代表取締役執行役員副社長木下幸雄氏ほか1名に参考人とし

て委員会への出席を求めた。

くらし環境委員会

会議の日時 9月17日（火） 開会 午前10時02分 散会 午後7時32分

会議の内容 1 付託議案審査 7件

・議第91号 地球温暖化対策条例の全部改正

・議第92号 廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部改正

・議第94号 区の所管区域条例の一部改正

・議第95号 区役所支所設置条例の一部改正

・議第96号 市民活動総合センター条例の一部改正

・議第165号 訴えの提起

・市会議第27号 自転車安心安全条例の制定

2 陳情審査

・陳情第151号 選択的夫婦別姓制度の法制化反対の要請

・陳情第152号 路上喫煙の市内全面禁止

3 報告事項

・第4次男女共同参画計画「きょうと男女共同参画推進プラン素案」について

・子ども・若者総合支援の開始について

・新・京都市ユースアクションプラン－第3次京都市青少年育成計画－（仮称）

「素案」について

・「京都市過疎地域自立促進計画（平成22～27年度）」（素案）について

4 一般質問

・文化財マネージャーについて（制度，現状，人数，活動内容，予算，受講者へ

の対応）

5 要求資料

・資源物の持去りの状況について

・都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況について

・京都市特定事業主行動計画「仕事と子育て両立応援プラン」について

・京都市過疎地域自立促進計画（平成22～27年度）素案掲載事業について

・自転車損害賠償保険（TSマーク）について
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くらし環境委員会

会議の日時 9月28日（火） 開会 午後5時05分 散会 午後5時11分

会議の内容 1 付託議案審査 議第92号及び市会議第27号以外の5件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

全会派：すべて賛成

 ⑵ 審査結果 

表決の結果，全会一致ですべて可決することに決定する。

2 特記事項

議第92号及び市会議第27号については，討論結了とせず，引き続き会派で検討

し，後日開会の委員会で討論結了とすることに決定する。

くらし環境委員会

会議の日時 10月21日（木） 開会 午前10時04分 散会 午後5時32分

会議の内容 1 請願審査

継続審査 2件

2 報告事項

・職員の懲戒処分について

・ホームレスの方に対する聞取り調査の結果について

3 一般質問

・クリーンセンターへのごみの搬入について（搬入先の変更，昼休み時の搬入，

改善の取組）

・焼却灰溶融施設について（要綱の作成状況，設計変更後の進行状況及び終了予

定，経費負担に係る住友重機械工業との交渉状況，保守管理に要する経費の試

算）

・下京まち美化事務所職員と市民の間で発生したトラブルについて（発生状況，

調査の状況，環境政策局の対応経過及び今後の対応）

・地球温暖化対策に係る予算への反映方針について

・市バス及び公用車へのバイオディーゼル燃料の導入促進について

・日本女性会議について（参加者の呼び掛けの取組，庁内組織の有無，男性及び

若者の参加，ボランティア等による手伝いの状況，学識経験者で構成された女

性問題の委員会，庁内の協力体制）

4 要求資料

・焼却灰溶融施設の年間点検整備費（試算）

・京都市エコスラグ有効利用推進要綱

・青少年活動センターごとの登録団体（青少年団体及び青少年育成団体）の所在

地別団体数

5 特記事項

報告事項のうち，「ホームレスの方に対する聞取り調査の結果について」につ

いては，報告聴取の際，環境政策局の理事者に加え，保健福祉局の理事者につい
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ての出席を求め，他の案件の調査がすべて終了した後，改めて本件の調査を行っ

た。

くらし環境委員会

会議の日時 10月27日（水） 開会 午後5時47分 散会 午後5時56分

会議の内容 1 付託議案審査 2件（討論結了）

 ⑴ 修正案提出 

委員長から，議第92号については共産党から修正案が，市会議第27号につい

ては民主・都みらいから修正案がそれぞれ提出されているとの報告があった。

⑵ 会派の検討結果 

自民：市会議第27号は反対，議第92号は賛成。議第92号に1個の付帯決議を

付す。

共産：市会議第27号は修正案に賛成

民主：議第92号は賛成。議第92号に1個の付帯決議を付す。

公明：議第92号は賛成，市会議第27号は修正案に賛成。議第92号に2個の付

帯決議を付す。

⑶ 審査結果 

ｱ 表決の結果，議第92号の修正案は挙手少数で否決し，議第92号の原案，市会

議第27号の修正案，市会議第27号の修正部分を除く原案は挙手多数で可決する

ことに決定する。

ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副委員長と各会派の代表に一任し，調整の結

果，議第92号に1個の付帯決議を付すことに決定する。

教育福祉委員会

会議の日時 8月25日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後4時35分

会議の内容 1 一般質問

・学校校舎の耐震改修について（進ちょく状況，完了の目処，統廃合予定の学校

における耐震改修の必要性）

・東山区南部の小中一貫校の新設について（実施計画，一橋小学校移転後のプー

ル，給食，一橋学童保育所の扱い）

・多額の市債発行に伴う市財政への影響について

・学童う歯対策事業について

・遠距離通学児童生徒への通学費補助の変更内容等について

・児童虐待について（教育委員会が把握している虐待数，子ども支援専門官の活

動状況，第2児童福祉センターの設置に伴う人員体制の変更，児童虐待ケース

として登録されている児童等の数，相談体制の構築，家庭訪問の実施状況及び

改善に向けた工夫，大阪市西区で発生した児童虐待事件を受けて本市として生

かすべき点，相談通告件数及び認定件数，児童福祉司の配置状況，国に対して
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行った児童福祉司の配置基準の更なる充実と財源の確保に関する提言の状況，

法的介入の状況及び評価，地域での支援の強化の取組状況）

・スクールソーシャルワーク実践研修について（開始時期，受講者数，受講者の

活用方法）

・スクールソーシャルワーカーについて（活動状況，人員数の拡充の有無，勤務

形態）

・教職員評価について（実施方法，評価の質の向上，評価の給与への反映に係る

検討状況）

・教員による管理職の評価の実施について

・読み聞かせ運動について（読書週間における読み聞かせ運動の参加者数の実

態，参加者アンケートの企画への反映，学校における読み聞かせ運動の更なる

充実に向けた取組）

・学校における母親教育の実施について

・子どもを共に育む京都市民憲章推進条例の制定について（市民公聴会で出され

た意見，子どもを取り巻く厳しい環境に対する認識，規制についての検討状

況，子どもの権利保障についての条例への明文化の必要性，子どもの意見の聴

取，子どもの権利に係る条例制定の必要性）

・学校給食における除去食対応未実施の学校の状況把握について

・市立中学校卒業生の進路について（内訳，意に反して進学を断念した生徒の現

状，進学希望者への支援）

・高校中退生徒の実態及び理由

・平成23年度の公立高校の募集定員について（決定時期及び方法，教育委員会に

おける審議内容の見通し）

・教育委員会の在り方について（委員からの発議等の有無，委員会への要望等の

取扱い，傍聴者への配慮，原則公開の必要性）

・高齢者所在不明問題について（所在不明者の増加見込み，年金不正受給者の有

無，これまで事実が表面化されなかった原因，100歳以下の高齢者の所在確認

の必要性，本市における100歳以上の人口，地域との連携による安否確認の必

要性，100歳以上の高齢者の安否確認方法）

・配食サービスについて（サービスの変更内容，財源，同居家族がいる場合の取

扱い，改正後の実施要綱の解釈）

・本市における熱中症の状況について（救急搬送された人数等，死亡者数の把握

の必要性，特別な対策の必要性）

・看護師確保の取組について（看護師確保検討委員会の位置付け，看護師不足の

状況）

・子ども手当に係る転入・転出時に発生する手続上の問題について

・ホームレス等に対する配慮ある居宅確保の必要性について

・有期保護制度に対する本市の態度について

2 要求資料

・学校統廃合の新校舎建設費等に係る国庫補助の割合及び学校統廃合に係る財
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政効果について

・遠距離通学費補助制度の実績等について

・「子どもを共に育む京都市民憲章」条例化に向けた市民公聴会及び「子どもを

共に育む未来づくり教育フォーラム」第2分科会での主な意見について

・平成22年3月市立中学校卒業生の進路状況について

・改正前の配食サービス事業実施要綱

・指定都市市長会における生活保護関連の要望事項

教育福祉委員会

会議の日時 9月17日（金） 開会 午前10時03分 散会 午後6時00分

会議の内容

1 付託議案審査 56件

・議第97号 地方独立行政法人京都市立病院機構が譲渡等について市長の認可を受け

なければならない重要な財産を定める条例の制定

・議第99号 児童館及び学童保育所条例の一部改正

・議第100号 知的障害者授産施設条例の一部改正

・議第101号 急病診療所条例の廃止

・議第114～162号 指定管理者の指定について（保健福祉局関係）

・議第166号 地方独立行政法人京都市立病院機構中期目標の策定について

・議第167号 地方独立行政法人京都市立病院機構に承継させる権利について

・議第168号 地方独立行政法人京都市立病院機構定款の変更について

2 請願審査

継続審査 2件

3 陳情審査

・陳情第153号 市立病院院内保育所の職員の雇用確保

4 報告事項

・理事者紹介（保健福祉局）

5 一般質問

・生活保護の調査権強化について

・ケースワーカーについて（役割，資質向上の必要性）

・子宮頸がん予防ワクチン接種助成について（府の助成内容，本市の対応）

・敬老乗車証に係るプロジェクトについて（目的，体制，検討内容，現場での状

況把握の有無，交通局との連携の必要性）

・猛暑の影響による福祉施設の光熱水費や食材費等の高騰における実態把握の必

要性について

・福祉施設に対する福祉減免制度の必要性について

・ホームレスについて（市内の人数，廃品回収を糧に生活しているホームレスの

割合，ホームレス支援策の充実の必要性，資源物回収の禁止に伴うホームレス

の生活への影響等）

・中央保護所における指定管理者の選定・応募状況について

・国民健康保険について（未納保険料残存時における一部負担金減免の取扱い，
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入院時における限度額認定証の取扱い等，府の任意補助の廃止）

・冷房の利用について（学習環境の整備としての利用，光熱費の適切な配分）

・2期制の見直しの必要性について

6 要求資料

・京都市国保に対する京都府からの任意補助額の推移

・国民健康保険の一部負担金減免に係る国通知（平成22年9月13日付け）

・国民健康保険の一部負担金減免に係る国通知のＱ＆Ａ（平成22年9月13日付

け）

・京都市立病院院内保育所の事業者募集

・市立小学校冷房化におけるＰＦＩ手法による実施契約等について

・平成18年度以降の市立小・中学校の光熱水費の推移について

教育福祉委員会

会議の日時 9月28日（火） 開会 午後5時04分 散会 午後5時09分

会議の内容 1 付託議案審査 56件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

自民，民主：すべて賛成

共産：議第97号，100号，101号及び166号～168号は反対，その他の議案は賛

成

公明：すべて賛成。議第101号に1個の付帯決議を付す。

 ⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，議第97号，100号，101号及び166号～168号は挙手多数，その他

の議案50件は全会一致によりすべて可決することに決定する。

ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副委員長と各会派の代表に一任し，調整の結

果，議第101号に1個の付帯決議を付すことに決定する。

教育福祉委員会

会議の日時 10月21日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後3時37分

会議の内容 1 請願審査

継続審査 5件

2 陳情審査

・陳情第157号 Ｂ型肝炎訴訟の早期全面解決の要請

3 一般質問

・高齢者所在不明問題について（安否確認の取組状況，民生委員等の増強予定，

民生委員等の権限強化の必要性）

・市営保育所について（統合に係る新聞報道に至った経緯，定員削減及び民営化

の実施の有無）

・ホームレスへの支援について（今後の取組及び課題，現状の生活維持を希望す

る者に対する特別な取組の有無，新たなコミュニティ回収制度の提案に対する
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見解，支援の更なる充実，ホームレスに対するアンケート調査の記載内容，新

たな就労支援制度の検討状況，廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の

一部改正の見送りの必要性，新たな就労支援制度創設以前の資源物回収禁止

に対する懸念）

・聴覚障害児について（聴覚障害児の手帳所有者数，中度聴覚障害児の人数，中

度聴覚障害児の補聴器購入に係る行政の支援）

・国民健康保険について（制度一本化に伴う事業主負担の方向性及び保険の運営

主体，説得力を持った国への負担増の要望の必要性）

・若年性認知症患者への対応について

・ポリオの不活性化ワクチンの研究状況について

・脳せき髄液減少症について（国からの通知に対する対応状況，各校種ごとの脳

せき髄液減少症と診断された児童生徒の数，ホームページでの周知の必要性）

・臨時教員について（2回以上任用更新できない理由，特別支援学校において3年

間同一校で勤務している常勤講師の数，常勤講師を正規雇用しない理由，過去

5年間における特別支援学校の正規教員の採用人数，不安定な雇用状況の継続

に対する認識，任用期間を原因とする社会保険等の適用問題）

・凌風小中学校建設予定地の土壌汚染問題に係る保護者への説明責任について

・熱中症対策について(救急搬送等がなされた小中高市立学校の生徒数，学校を

会場とした地域行事等で救急搬送された人数，全教室への冷房設置の要望に対

する見解，ソフト面の工夫の必要性，2階以上に設置されている体育館の通風

の問題，体育館における熱中症対策)

4 要求資料

・京都市国保における一部負担金減免の適用状況（区・支所別）

・保健福祉局における長時間の時間外勤務を行う職員の状況（平成18年度～平

成21年度）

・京都市内での多胎児（双子以上）の出生数

・脳脊髄液減少症に係る研修等の概要について

・市立学校・園における脳脊髄液減少症と診断されている児童生徒数について

・凌風小中学校の校舎建設工事に係る説明会等の概要について

まちづくり消防委員会

会議の日時 8月26日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後5時28分

会議の内容 1 請願審査

継続審査 2件

2 報告事項

・特殊地下壕について

・「京町家まちづくり調査」の結果について

・平成の京町家の普及促進について

・「スローライフ京都」大作戦を推進する事業の募集について
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・京都駅南口駅前広場リニューアル計画（施設配置案）に関する意見募集の結

果について

・都市計画道路網の見直しについて

・一般国道477号（大布施拡幅）の供用開始について

・京都市記念植樹奨励事業の実施について

3 一般質問

・熱中症について（本市の状況，若年層の発症状況，防火安全指導と併せた高齢

者宅等の訪問による高齢者等の実態把握，他局と連携した支援策の必要性，

消防局の体制強化の必要性）

・消防局職員の削減について（他都市との比較に対する認識，財政改革有識者会

議に対する理解促進の必要性）

・中大規模市営住宅団地のコミュニティバランス及びコミュニティの形成につい

て

・市営住宅内の空き家及び集会所の有効活用について

・市営住宅の外国人入居者に対する生活マナー改善に向けた取組について

・サンサ右京西側のマンション建設計画について（進ちょく状況，住民からの

要望内容，駐車場対策，建設計画における本市の責任，マンション建設予定

地の売却の経過及び認識，マンション建設による住民の住環境への不安）

・木造住宅の耐震改修助成制度について（墨田区と本市の取組の違い，今後の

取組，建築物安心安全実施計画推進会議との連携，別の推進体制の検討，他

の制度と組み合わせた実施の必要性）

・大型店舗出店に伴う駐車場の設置について（駐車場条例及び大店立地法の在

り方，「歩くまち・京都」の推進の観点から見た取組の必要性）

・自転車と歩行者の分離について

・登録自転車の駐輪スペースの設置について

・指定管理者により運営されている自転車駐輪場の要望及びクレームの処理に

ついて

4 要求資料

・梅小路公園の再整備に関する西日本旅客鉄道株式会社との協議経過について

まちづくり消防委員会

会議の日時 9月21日（火） 開会 午前10時03分 散会 午後3時50分

会議の内容 1 付託議案審査 11件

・議第102号 地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

・議第103号 宝が池公園子どもの楽園条例の制定

・議第104号 梅小路公園条例の一部改正

・議第105号 道路附属物自動車駐車場の駐車料金に関する条例の一部改正

・議第106号 道路附属物駐車場の自転車等の駐車料金に関する条例の一部改正

・議第107号 駐車場条例の一部改正

・議第108号 自転車等駐車場条例の一部改正
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・議第109号 火災予防条例の一部改正

・議第163号 市道路線の認定

・議第164号 市道路線の廃止

・議第169号 町の設置及び町の区域の変更

2 請願審査

継続審査 4件

3 陳情審査

・陳情第154～156号 マンション建設の指導（南区東九条）

4 報告事項

・「景観政策の進化の素案」に関する市民意見募集の結果について

・平成22年度「紅葉街路樹」への取組について

5 要求資料

・機械式駐車場に関する国の対応について

・事業者が開催した説明会の内容について（議事録）

・京都市道路附属物自転車等駐車場における平成21年度収支

・駐車場及び駐輪場に係る雇用人数，雇用主及び雇用形態

まちづくり消防委員会

会議の日時 9月28日（火） 開会 午後5時22分 散会 午後5時25分

会議の内容 1 付託議案審査 11件（討論結了）

⑴ 会派の検討結果 

自民，公明，民主：すべて賛成。

共産：議第102号～106号及び108号は反対，その他の議案は賛成

 ⑵ 審査結果 

表決の結果，議第102号～106号及び108号は挙手多数，その他の議案5件は全

会一致ですべて可決することに決定する。

まちづくり消防委員会

会議の日時 10月22日（金） 開会 午前10時02分 散会 午後5時20分

会議の内容 1 請願審査

 ⑴ 採択 2件 

・請願第290号 マンション建設の指導（右京区太秦）

・請願第291号 マンション建設の指導（右京区太秦）

⑵ 継続審査 3件 

2 報告事項

・「市有建築物の維持修繕工事等における収賄事件に係る調査報告書」について

・市営住宅西部方面管理事務所における家賃等の盗難事件について

・三条鴨東地区市営住宅新築工事に係る強要未遂容疑事案について

・京都市景観計画の変更について

・都市計画道路網の見直しに関する市民意見募集の結果について
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・「京都市駐車場条例」改正の素案に関するパブリックコメントの実施について

・御池通自転車通行環境整備に係る実証実験について

・職員の懲戒処分について

3 一般質問

・鉄道施設のバリアフリー対策について（進ちょく状況，国の動向，今後の取

組，段差解消が行われた利用者1日5,000人以上の旅客施設，京福帷子ノ辻駅，

阪急西院駅及びJR太秦駅に対する働き掛け）

・公共交通ネットワーク推進会議について（設置目的，バリアフリーに関する議

論の必要性）

・踏切の安全対策について（緊急対策が必要な踏切及び要望がある踏切の改良に

向けた取組状況，積極的な予算確保の必要性，JR嵯峨嵐山駅付近の車道踏切に

おける歩行者空間の拡幅の必要性等）

・地盤災害の防止について（取組強化の必要性，区の防災会議の役割，危険度が

高い箇所における対策の必要性）

・水災害予防計画の充実について

4 要求資料

・元請業者39社への聞き取り調査の詳細な内容について

・「信頼回復と再生のための抜本改革大綱」策定以降の懲戒事案

・不祥事の根絶に向けたこれまでの取組内容

交通水道委員会

会議の日時 8月27日（金） 開会 午前10時02分 散会 午後1時29分

会議の内容 1 報告事項

・上下水道局職員の懲戒処分について

・山科区内における配水管布設替工事の施工に伴う濁水の発生について

・中国・西安市におけるＪＩＣＡ草の根技術協力事業の実施について

2 一般質問

・本市が指定していない給水設置工事事業者が配布するちらしへの対策について

・上下水道局における夏期のキャンペーン事業等について

・給水制限等について

・大雨による被害について

・下水道展の本市への誘致について

・新山科浄水場の導水きょ改良工事について

・若王子取水地増設工事の工期の延長について

・腑道下鴨静原大原線の静市市原町付近における道路冠水等の浸水被害への対策

について

・岩倉池田町付近の浸水被害への対策について

3 要求資料

・不祥事根絶に向けた職員研修資料（リーフレット）について
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・山科区北部地域における配水管布設替工事計画について

・山科区内における配水管布設替工事（山科北通，三条通～安祥寺川）の施工

に伴う周知文について

・上下水道局における夏期のキャンペーン事業等について

交通水道委員会

会議の日時 9月21日（火） 開会 午前10時02分 散会 午前11時39分

会議の内容 1 付託議案審査 1件

・議第110号 地域水道条例の一部改正

2 報告事項

・地下鉄四条駅「Kotochika（コトチカ）四条」のオープンについて

3 一般質問

・局地的な豪雨等により側溝で受けきれない雨水が発生した場合の対策について

・水共生プランの進ちょく状況及び今後の主な取組について

・水辺環境に対する取組について

・上下水道局における夏期のキャンペーン事業等について

・敷地内漏水時における工事費，水道料金等について

・下水道事業開始80周年記念事業等において聴取した市民意見について

・地下鉄及び市バスへの自転車の持込みについて

・市バスの時刻表の文字の大きさについて

4 要求資料

・敷地内漏水における「使用水量減量要綱」を適用した件数について

・地下鉄四条駅リニューアル事業の費用内訳について

交通水道委員会

会議の日時 9月28日（火） 開会 午後5時20分 散会 午後5時22分

会議の内容 1 付託議案審査 1件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

全会派：すべて賛成

 ⑵ 審査結果 

表決の結果，全会一致ですべて可決することに決定する。

交通水道委員会

会議の日時 10月22日（金） 開会 午前10時04分 散会 午前11時57分

会議の内容 1 報告事項

・市バス九条営業所における盗難事案について

・上下水道局職員の懲戒処分について

2 一般質問

・地下鉄の健全化計画期間中における設備更新の内容について

・一日観光乗車券の山科及び醍醐拡大版の販売方法について
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・竹田駅の駐輪場の整備について

・市バスM１系統の増便等について

・回送距離の長い市バスが発生していることについて

・Kotochika四条について（テナント料，工事の遅れによる減収に対する施工業

者の責任，市会への報告方法，工事代金の支払状況）

・市長総括質疑における強制停水に係る副市長答弁について
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普通予算特別委員会

会議の日時 9月15日（水） 開会 午前10時52分 散会 午前10時55分

会議の内容 1 正副委員長の互選

委 員 長 津 田 大 三 委員

副委員長 田 中 明 秀 委員

河 合 ようこ 委員

山岸 たかゆき 委員

日 置 文 章 委員

2 分科会の設置

別記12のとおり2個の分科会を設置することを決定する。

3 分科会委員の選任

別記13のとおり選任することを決定する。

4 審査日程

審査日程案（別記14）のとおりとする。

普通予算特別委員会第1分科会・第2分科会合同分科会

会議の日時 9月15日（水） 開会 午前10時55分 散会 午前10時56分

会議の内容 1 正副主査の互選

第1分科会 主 査 田 中 明 秀 副委員長

副主査 日 置 文 章 副委員長

第2分科会 主 査 河 合 ようこ 副委員長

副主査 山岸 たかゆき 副委員長

2 審査日程

審査日程案（別記14）のとおりとする。

普通予算特別委員会第１分科会

会議の日時 9月16日（木） 開会 午前10時04分 散会 午後5時34分

会議の内容 1 付託議案審査（環境政策局，行財政局，文化市民局，産業観光局質疑）

・議第84号 22年度一般会計補正予算

・議第85号 22年度老人保健特別会計補正予算

・議第86号 22年度基金特別会計補正予算

・議第98号 社会福祉事業基金条例の一部改正

・議第111号 左京区総合庁舎整備等事業実施契約の変更

・議第170号 南区東九条地域小学校（仮称）及び南区東九条地域中学校（仮

称）新築工事請負契約の変更

・議第171号 22年度一般会計補正予算

2 要求資料

■ 普通予算・決算特別委員会
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・温泉利用許可施設一覧について（平成22年8月末現在）

・文化市民局の主な施設における育児支援整備の設置状況について

・京都ヨドバシビル内文化財展示室展示検討委員会の構成と今後のスケジュール

について

普通予算特別委員会第２分科会

会議の日時 9月16日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後5時03分

会議の内容 1 付託議案審査（保健福祉局，建設局，教育委員会質疑）

・議第84号 22年度一般会計補正予算 ほか6件

2 要求資料

・各保育所に対して行った，分園に関するアンケートについて

普通予算特別委員会

会議の日時 9月28日（火） 開会 午後5時31分 散会 午後5時37分

会議の内容 1 付託議案審査 7件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

自民：すべて賛成。議第84号に1個の付帯決議を付す。

共産：議第84号，86号，98号及び170号は反対，その他の議案3件は賛成

民主，公明：すべて賛成

 ⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，議第84号，86号，98号及び170号は挙手多数で，その他の議案3

件は全会一致で可決することに決定する。

ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副委員長と各会派の代表に一任し，調整の結

果，議第84号に1個の付帯決議を付すことに決定する。

普通決算特別委員会

会議の日時 9月29日（水） 開会 午前11時43分 散会 午前11時45分

会議の内容 1 正副委員長の互選

委 員 長 津 田 大 三 委員

副委員長 田 中 明 秀 委員

河 合 ようこ 委員

山岸 たかゆき 委員

日 置 文 章 委員

2 分科会の設置

別記12のとおり2個の分科会を設置することを決定する。

3 分科会委員の選任

別記13のとおり選任することを決定する。

4 審査日程

審査日程案（別記15）のとおりとする。
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普通決算特別委員会第1分科会・第2分科会合同分科会

会議の日時 9月29日（水） 開会 午前11時45分 散会 午前11時46分

会議の内容 1 正副主査の互選

第1分科会 主 査 田 中 明 秀 副委員長

副主査 日 置 文 章 副委員長

第2分科会 主 査 河 合 ようこ 副委員長

副主査 山岸 たかゆき 副委員長

2 審査日程

審査日程案（別記15）のとおりとする。

普通決算特別委員会

会議の日時 10月4日（月） 開会 午前10時04分 散会 午後3時02分

会議の内容 1 付託決算審査（書類調査）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算

・報第3号 21年度母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算

・報第4号 21年度国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

・報第5号 21年度介護保険事業特別会計歳入歳出決算

・報第6号 21年度老人保健特別会計歳入歳出決算

・報第7号 21年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

・報第11号 21年度中央卸売市場第一市場特別会計歳入歳出決算

・報第12号 21年度中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計歳入歳出決算

・報第13号 21年度農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算

・報第14号 21年度雇用対策事業特別会計歳入歳出決算

・報第15号 21年度土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

・報第16号 21年度駐車場事業特別会計歳入歳出決算

・報第17号 21年度土地取得特別会計歳入歳出決算

・報第18号 21年度基金特別会計歳入歳出決算

・報第19号 21年度市公債特別会計歳入歳出決算

・報第20号 20年度定額給付金給付事業特別会計歳入歳出決算

普通決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月5月（火） 開会 午前10時03分 散会 午後5時46分

会議の内容 1 付託決算審査（選挙管理委員会事務局，監査事務局，人事委員会事務局，行財政

局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・平成21年度における財源不足対策（7項目）の効果額について

普通決算特別委員会第２分科会
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会議の日時 10月5日（火） 開会 午前10時03分 散会 午後5時44分

会議の内容 1 付託決算審査（教育委員会質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・市立小・中学校における育成学級の在籍児童・生徒数等の推移について

普通決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月6日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後5時53分

会議の内容 1 付託決算審査（会計室，行財政局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・社会実験「エコ・コンビニ みやこスタイル」に係る経費について

・個人市民税額が変動した場合（課税・非課税の変動を含む。）に影響を受ける

本市の主な事業について

普通決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月6日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後5時04分

会議の内容 1 付託決算審査（保健福祉局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・高齢者虐待数の推移について

普通決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月7日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後5時47分

会議の内容 1 付託決算審査（市会事務局，総合企画局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・就学・留学の在留資格一本化に伴う旧就学生への施策拡大について

普通決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月7日（木） 開会 午前10時02分 散会 午後5時32分

会議の内容 1 付託決算審査（保健福祉局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・平成21年度における看護短大に係る国からの交付税措置の実績について

普通決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月8日（金） 開会 午前10時02分 散会 午後6時10分

会議の内容 1 付託決算審査（産業観光局質疑）
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・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・京都府のパーソナル・サポート・モデル事業について

・平成21年度雇用対策事業の執行状況，雇用人数，募集方法，委託先，委託業者

からの報告の有無

普通決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月8日（金） 開会 午前10時03分 散会 午後6時29分

会議の内容 1 付託決算審査（都市計画局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・平成21年度の太陽光発電装置に係る許認可及び届出件数について

普通決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月13日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後6時02分

会議の内容 1 付託決算審査（環境政策局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・社会実験「エコ・コンビニ みやこスタイル」運営実績

・使用済てんぷら油回収事業の拠点数及び回収量の推移

・事業系使用済てんぷら油の購入量の推移（平成16年5月プラント建設以降）

・平成21年度に不法投棄物を回収した常習的な不法投棄箇所

・平成21年度不法投棄頻発地域対策支援における不法投棄物回収経費の一例

・京都市民環境ファンドの中長期積立金使途に関する市民意見

普通決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月13日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後5時57分

会議の内容 1 付託決算審査（建設局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・過去5年間の農業用水路等から水路等への移管件数

普通決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月14日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後6時09分

会議の内容 1 付託決算審査（文化市民局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・まちづくりアドバイザーについて

・社団法人日本動物園水族館協会主催の第16回種の保存会議について
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普通決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月14日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後5時07分

会議の内容 1 付託決算審査（消防局質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

2 要求資料

・公務・通勤災害発生状況について

・休職者の状況について

・住宅用火災警報器の設置による効果について

普通決算特別委員会

会議の日時 10月20日（水） 開会 午前10時04分 散会 午後6時11分

会議の内容 1 付託決算審査（総括質疑）

・報第2号 21年度一般会計歳入歳出決算 ほか15件

普通決算特別委員会

会議の日時 10月27日（水） 開会 午後6時25分 散会 午後6時28分

会議の内容 1 付託議案審査 16件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

自民：すべて認定

共産：報第2号，4号，5号，7号及び16号は認定せず，その他の決算は認定

民主：すべて認定

公明：すべて認定。報第2号，14号にそれぞれ1個の意見を付す。

⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，報第2号，4号，5号，7号及び16号は挙手多数，その他の決算11

件は全会一致により認定することに決定する。

ｲ 付す意見の取りまとめについては，正副委員長と各会派の代表者に一任し，

調整の結果，報第14号に1個の意見を付すことに決定する。
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（別記12）

普通予算（決算）特別委員会における各分科会の審査の対象

（ 委 員 会 要 綱 ３ に よ る ）

第１分科会

環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民局，産業観光局，会

計管理者，選挙管理委員会，人事委員会，監査委員及び市会事務局の

所管に属する事項並びに第２分科会及び公営企業等予算特別委員会の

所管に属しない事項

第２分科会

保健福祉局（病院事業を除く），都市計画局，建設局，消防局及び

教育委員会の所管に属する事項
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（別記13）

普通予算（決算）特別委員会第１分科会委員

大 西 均 議員 加 地 浩 議員 下 村 あきら 議員

田 中 明 秀 議員 寺 田 一 博 議員 中 村 三之助 議員

山 元 あ き 議員 井 坂 博 文 議員 くらた 共 子 議員

佐 野 春 枝 議員 せのお 直 樹 議員 西 野 さち子 議員

宮 田 えりこ 議員 今 枝 徳 蔵 議員 隠 塚 功 議員

小 林 あきろう議員 鈴 木 マサホ 議員 中 野 洋 一 議員

木 村 力 議員 津 田 早 苗 議員 日 置 文 章 議員

平 山 賀 一 議員

以上 ２２名

普通予算（決算）特別委員会第２分科会委員

井 上 与一郎 議員 加 藤 盛 司 議員 繁  夫 議員

田 中 セツ子 議員 田 中 英 之 議員 津 田 大 三 議員

橋 村 芳 和 議員 山 本 恵 一 議員 赤 阪 仁 議員

井 上 けんじ 議員 岩 橋 ちよみ 議員 加 藤 あ い 議員

河 合 ようこ 議員 倉 林 明 子 議員 とがし 豊 議員

安孫子 和 子 議員 宮 本 徹 議員 山 岸 たかゆき議員

山 本 ひろふみ議員 井 上 教 子 議員 谷 口 弘 昌 議員

湯 浅 光 彦 議員  田 孝 雄 議員

以上 ２３名
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（別記14）

月 日 日 程 参 考

９月１６日（木）祝 第１分科会 第２分科会

局 別 質 疑 局 別 質 疑

１７日（金）祝

１８日（土）祝

１９日（日）祝

２０日（月祝）

２１日（火）

２２日（水） （議員会）

２３日（木祝）

２４日（金）祝 （議員会）

２５日（土）祝

２６日（日）祝

２７日（月）祝 （議員会）

２８日（火）祝 委員会(討論結了） 議 運

２９日（水）祝 委員長報告 本会議

※９月１６日（木）の局別質疑の対象局及び審査順

第１分科会 環境政策局，行財政局，文化市民局，産業観光局

第２分科会 建設局，教育委員会，保健福祉局

普通予算特別委員会審査日程（案）

- 休 日 －

- 休 日 －

- 休 日 －

分科会審査内容報告作成配付

- 休 日 －

- 休 日 －

- 休 日 －
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（別記15）

参 考

３０日 （木） 本会議

１０月１日 （金） 本会議

２日 （土） －休日－

３日 （日） －休日－

４日 （月）

第１分科会 第２分科会

選管･監査･
人事・行財政局

教育委員会

６日 （水） 会計・行財政局 保健福祉局

７日 （木） 市会・総合企画局 保健福祉局

８日 （金） 産業観光局 都市計画局

９日 （土） －休日－

１０日 （日） －休日－

１１日 (月祝) －休日－

１２日 （火）

１３日 （水） 環境政策局 建 設 局

１４日 （木） 文化市民局 消 防 局

１５日 （金） 自治記念日

１６日 （土） －休日－

１７日 （日） －休日－

１８日 （月）

１９日 （火）

２０日 （水）

２１日 （木）

２２日 （金）

２３日 （土） －休日－

２４日 （日） －休日－

２５日 （月） (議員会）

２６日 （火） (議員会）

２７日 （水） 議運

２８日 （木） 本会議

委員会(書類調査）

月 日

５日 （火）

普通決算特別委員会日程（案）

９月２９日 本会議（水）

日 程

委員会（正副委員長の互選，分科会の設置，日程の決定）

合同分科会（正副主査の互選，日程の決定）

委員長報告

委員会(討論結了）

委員会（総括質疑）

分科会審査内容報告作成配付
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■ 公営企業等予算・決算特別委員会

公営企業等予算特別委員会

会議の日時 9月15日（水） 開会 午前10時54分 散会 午前10時55分

会議の内容 1 正副委員長の互選

委 員 長 玉 本 なるみ 委員

副委員長  井 あきら 委員

藤 川 剛 委員

2 審査日程

審査日程案（別記16）のとおりとする。

公営企業等予算特別委員会

会議の日時 9月16日（木） 開会 午前10時04分 散会 午前11時48分

会議の内容 1 付託議案審査（保健福祉局，交通局，上下水道局質疑）

・議第87号 22年度病院事業特別会計補正予算

・議第88号 22年度公共下水道事業特別会計補正予算

・議第89号 22年度自動車運送事業特別会計補正予算

・議第90号 22年度高速鉄道事業特別会計補正予算

2 要求資料

・京北病院における介護療養型老人保健施設転換前と転換後の施設基準等の比較

公営企業等予算特別委員会

会議の日時 9月28日（火） 開会 午後5時30分 散会 午後5時34分

会議の内容 1 付託議案審査 4件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

自民，民主，公明：すべて賛成

共産：議第87号は反対，その他の議案は賛成

 ⑵ 審査結果 

表決の結果，議第87号は挙手多数，その他の議案3件は全会一致により可決

することに決定する。

公営企業等決算特別委員会

会議の日時 9月29日（水） 開会 午前11時44分 散会 午前11時46分

会議の内容 1 正副委員長の互選

委 員 長 玉 本 なるみ 委員

副委員長  井 あきら 委員

藤 川 剛 委員

2 審査日程

審査日程案（別記17）のとおりとする。
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公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月4日（月） 開会 午前10時05分 散会 午後3時44分

会議の内容 1 付託決算審査（書類調査）

・報第8号 21年度地域水道特別会計歳入歳出決算

・報第9号 21年度京北地域水道特別会計歳入歳出決算

・報第10号 21年度特定環境保全公共下水道特別会計歳入歳出決算

・報第21号 21年度病院事業特別会計決算

・報第22号 21年度水道事業特別会計決算

・報第23号 21年度公共下水道事業特別会計決算

・報第24号 21年度自動車運送事業特別会計決算

・報第25号 21年度高速鉄道事業特別会計決算

公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月5日（火） 開会 午前10時04分 散会 午前11時53分

会議の内容 1 付託決算審査（説明，資料要求）

・報第8号 21年度地域水道特別会計歳入歳出決算 ほか7件

2 要求資料

・管理の受委託に係る委託先別の諸数値の推移について

・管理の受委託先系統における営業係数について（平成21年度）

・管理の受委託先系統の収支状況について（平成21年度）

・市バスの系統別営業係数について（平成20・21年度）

・地下鉄の駅別乗客数について（平成19～21年度）

・委託料の明細について（平成21年度）

・地下鉄事業における外郭団体の再委託業務の見直しについて

・職員研修の実績について（平成21年度）

・各営業所における直営・委託先別職員数について

・地下鉄駅職員の委託状況について

・地下鉄駅における自動券売機及び現金積増機の保守管理について（平成21年

度）

・市民を味方につける取組について

・市バスeco（エコ）サマーの実施状況について

・自動車整備業務委託について（平成21年度）

・広告料収入の推移について（過去5年間）

・市バス・地下鉄の券種別の収入状況について（平成19～21年度）

・市バス・地下鉄の定期外収入の内訳について（過去10年間）

・駅ナカビジネスの展開状況について

・駅ナカビジネスの契約方法について

・地下鉄四条駅リニューアル工事の契約書の写し

・地下鉄四条駅リニューアル工事の経過について
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・事業所の人員配置，予算執行及び委託について

・職員の部門別（事業所別）配置数について（平成22年度）

・水道事業基金の推移について（平成17～21年度）

・鉛製給水管の営業所別取替状況及び助成金の交付実績について

・漏水事故件数について（平成21年度）

・アセットマネジメントの進ちょく状況について

・マッピングシステムの進ちょく状況について

・交通局への融資実績（短期貸付金の残高の推移）について（平成21年度）

・委託料の内訳について（平成21年度）

・上下水道局で管理すべき法定外公共物の総延長距離並びにその清掃及び修繕の

実績について

・雨水貯留施設置助成金制度の助成件数について

・一般会計負担金・補助金及び決算参考資料における収益的収入の「その他」の

医業収益及び医業外収益の内訳（平成21年度）（市立病院，市立京北病院）

・入院・外来別，住所別延べ患者数（平成21年度）（市立病院）

・入院・外来別，住所別実患者数（平成22年8月）（市立京北病院）

・市立病院と京北病院の連携状況（平成21年度～平成22年度）

・主な業務委託の状況（平成21年度）（市立病院，市立京北病院）

・病院事業の指標の他都市比較（平成20年度）（市立病院）

・待ち時間解消対策の内容と実績（平成21年度）（市立病院，市立京北病院）

・病院事業に係る第三者評価（市立病院）

・診療科別，入院・外来延べ患者数（平成17年度～平成21年度）（市立病院，市

立京北病院）

・医業費用の項目別内訳（平成21年度）（市立病院，市立京北病院）

・薬品，診療材料の取引先別購入金額（上位5社）（平成21年度）（市立病院，市

立京北病院）

・地域医療連携に係る月別，診療科別紹介患者数（平成21年度）（市立病院）

・地域医療連携に係る月別紹介患者数（平成21年度）（市立京北病院）

・放射線治療機器の月別稼動実績（平成21年度）（市立病院）

・過誤納金の払戻件数，払戻金額（平成21年度）（市立病院，市立京北病院）

・学会等の年会費の支払先及び支払額（平成21年度）（市立病院，市立京北病

院）

公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月6日（水） 開会 午前10時03分 散会 午後3時57分

会議の内容 1 付託決算審査（交通局質疑）

・報第24号 21年度自動車運送事業特別会計決算

・報第25号 21年度高速鉄道事業特別会計決算

2 要求資料

・カード乗車券の作成について
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公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月7日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後5時07分

会議の内容 1 付託決算審査（交通局質疑）

・報第24号 21年度自動車運送事業特別会計決算

・報第25号 21年度高速鉄道事業特別会計決算

2 要求資料

・広告付きバス停留所に関するアンケート調査結果について

・他都市における可動式ホーム柵の設置について

公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月8日（金） 開会 午前10時03分 散会 午後3時18分

会議の内容 1 付託決算審査（上下水道局質疑）

・報第8号 21年度地域水道特別会計歳入歳出決算

・報第9号 21年度京北地域水道特別会計歳入歳出決算

・報第10号 21年度特定環境保全公共下水道特別会計歳入歳出決算

・報第22号 21年度水道事業特別会計決算

・報第23号 21年度公共下水道事業特別会計決算

2 要求資料

・「民間分譲マンション各戸検針・各戸徴収サービス」の制度構築上の主な課題

について

・平成21年度京都市水道事業の水需要に関する調査研究（要旨）について

公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月13日（水） 開会 午前10時03分 散会 午後2時40分

会議の内容 1 付託決算審査（上下水道局質疑）

・報第8号 21年度地域水道特別会計歳入歳出決算

・報第9号 21年度京北地域水道特別会計歳入歳出決算

・報第10号 21年度特定環境保全公共下水道特別会計歳入歳出決算

・報第22号 21年度水道事業特別会計決算

・報第23号 21年度公共下水道事業特別会計決算

2 要求資料

・上下水道施設の震災対策の取組について

・「鉛製給水管取替工事助成金制度」の利用に関するアンケートの結果について

公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月14日（木） 開会 午前10時04分 散会 午後4時42分

会議の内容 1 付託決算審査（保健福祉局質疑）

・報第21号 21年度病院事業特別会計決算

2 要求資料
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・大手病院から市立病院に患者の紹介が行われた主な理由（平成21年度）

・診療科別の入院収益・外来収益（平成21年度）

公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月18日（月） 開会 午前10時02分 散会 午後5時43分

会議の内容 1 付託決算審査 8件（総括質疑）

・報第8号 21年度地域水道特別会計歳入歳出決算 ほか7件

公営企業等決算特別委員会

会議の日時 10月27日（水） 開会 午後6時23分 散会 午後6時26分

会議の内容 1 付託決算審査 8件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

自民：すべて認定。報第25号に1個の意見を付す。

共産：報第21号及び24号は認定せず，その他の決算は認定

民主：すべて認定

公明：すべて認定。報第21号及び24号にそれぞれ1個，報第25号に2個の意見

を付す。

 ⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，報第21号及び24号は挙手多数により，その他の決算は全会一致

により，認定することに決定する。

ｲ 付す意見の取りまとめについては，正副委員長と各会派の代表者に一任し，

調整の結果，報第21号及び24号にそれぞれ1個，報第25号に2個の意見を付すこ

とに決定する。
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（別記16）

公営企業等予算特別委員会 審査日程（案）

９月 １５日（水） ＜ 本 会 議 ＞

１６日（木） 保健福祉局，交通局，上下水道局 質疑

１７日（金）

１８日（土） ― 休 日 ―

１９日（日） ― 休 日 ―

２０日（月祝） ― 休 日 ―

２１日（火）

２２日（水）

２３日（木祝） ― 休 日 ―

２４日（金）

２５日（土） ― 休 日 ―

２６日（日） ― 休 日 ―

２７日（月）

２８日（火） 討 論 結 了

２９日（水） ＜ 本 会 議 ＞
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（別記17）

公営企業等決算特別委員会 審査日程（案）

１０月 ４日（月） 書類調査（保健福祉局，交通局，上下水道局）

５日（火） 保健福祉局，交通局，上下水道局説明・資料要求

６日（水） 交 通 局 質 疑

７日（木） 交 通 局 質 疑

８日（金） 上 下 水 道 局 質 疑

９日（土） ― 休 日 ―

１０日（日） ― 休 日 ―

１１日（月祝） ― 休 日 ―

１２日（火）

１３日（水） 上 下 水 道 局 質 疑

１４日（木） 保 健 福 祉 局 質 疑

１５日（金）

１６日（土） ― 休 日 ―

１７日（日） ― 休 日 ―

１８日（月） 総 括 質 疑

１９日（火）

２０日（水）

２１日（木）

２２日（金）

２３日（土） ― 休 日 ―

２４日（日） ― 休 日 ―

２５日（月）

２６日（火）

２７日（水） 討 論 結 了

２８日（木） ＜ 本 会 議 ＞
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常任委員会

すみだ中小企業センター（墨田区） 仙台市役所会議室

■ 委員の派遣

経済総務委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

墨 田 区 ・中小企業支援施策について

会津若松市 ・地場産業，伝統産業支援施策について
8月23日(月)

～25日(水)
仙 台 市 ・農業支援施策について

出 張 議 員

くらた共子委員長（共），山本恵一副委員長（自），

中野洋一副委員長（民），井上与一郎委員（自），中村三之助委員（自），

井坂博文委員（共），西村善美委員（共），宮田えりこ委員（共），

今枝徳蔵委員（民），隠塚功委員（民），木村力委員（公），

日置文章委員（公）
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長野県庁会議室 まつもと市民・芸術館（松本市）

教育福祉委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

北 海 道 ・北海道立子ども総合医療・療育センターについて（視察）

札 幌 市
・山口斎場について（視察），札幌市青少年科学館について（視

察）

8月 9日(月)

～11日(水)

名 古 屋 市 ・発展学習講座，放課後子どもプランモデル事業について

出 張 議 員

内海貴夫委員長（自），井上けんじ副委員長（共），天方浩之副委員長（民），

田中明秀委員（自），田中英之委員（自），井あきら委員（自），

赤阪仁委員（共），加藤あい委員（共），河合ようこ委員（共），

安孫子和子委員（民），山岸たかゆき委員（民），谷口弘昌委員（公），

田孝雄委員（公）

北海道立子ども総合医療・療育センター 名古屋市役所会議室

くらし環境委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

神 奈 川 県 ・神奈川県犯罪被害者等支援条例について

長 野 県 ・小水力発電事業について

長 野 市 ・バイオマスタウン構想について

8月 2日(月)

～ 4日(水)

松 本 市 ・文化振興の取組について，市民芸術館（視察）

出 張 議 員

鈴木マサホ委員長（民），下村あきら副委員長（自），

津田早苗副委員長（公），田中セツ子委員（自），佐野春枝委員（共），

西野さち子委員（共），小林あきろう委員（民），平山賀一委員（公）
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自転車走行帯（世田谷区） 駅前広場開発の説明を受ける（千代田区）

まちづくり消防委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

墨 田 区 ・木造住宅耐震改修促進助成制度について

世 田 谷 区 ・自転車走行環境整備及びコミュニティサイクルについて

東 京 都
・都営住宅 期限付き入居制度及び高額所得者等住宅明渡手続

について

港 区
・汐留シオサイト（駅前開発）まちづくり協議会の活動につい

て

8月 2日(月)

～ 4日(水)

千 代 田 区 ・東京駅周辺駅前広場開発について

出 張 議 員

湯浅光彦委員長（公），山元あき副委員長（自），岩橋ちよみ副委員長（共），

繁夫委員(自)，津田大三委員（自），橋村芳和委員（自），

倉林明子委員（共），佐藤和夫委員（共），とがし豊委員（共），

宮本徹委員（民），山本ひろふみ委員（民），井上教子委員（公）
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コミュニティバス見学（さいたま市） 横浜市役所会議室

交通水道委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

東 京 都
・金町浄水場について（視察），三河島水再生センターについて

（視察）

さい たま市 ・さいたま市コミュニティバスについて（視察）

8月 3日(火)

～ 5日(木)

横 浜 市 ・横浜市営地下鉄について

出 張 議 員

寺田一博委員長（自），樋口英明副委員長（共），久保勝信副委員長（公），

加藤盛司委員（自），小林正明委員（自），髙橋泰一朗委員（自），

西村義直委員（自），北山ただお委員（共），玉本なるみ委員（共），

山中渡委員（共），藤川剛委員（民），安井つとむ委員（民）（3日～4日），

山本恵委員（民），柴田章喜委員（公），曽我修委員（公），

大道義知委員（公）（3日～4日）
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■ 議案処理一覧

1 議員提出議案

提出 議決 議案 審議 提 出

月日 月日 番号
件 名

結果

自

民

共

産

民

主

公

明 会派等

修正案 可決 × ○ ○ ○ く ら し

環 境 委

員会

9.15 10.28 市会27 京都市自転車安心

安全条例の制定に

ついて

修正部分を除く原案 可決 × ○ ○ ○ 公明

10.28 10.28 市会28 Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を

求める意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ 全会派

10.28 10.28 市会29 父親の育児休業取得促進を求め

る意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ 全会派

10.28 10.28 市会30 速やかに取調べの可視化（取調

べ全過程の録画）の実現を求め

る意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ 全会派

10.28 10.28 市会31 「働く世代への大腸がん検診推

進事業」実施を求める意見書の

提出について

可決 ○ ○ ○ ○ 全会派

10.28 10.28 市会32 小沢一郎衆議院議員の国会証人

喚問を求める意見書の提出につ

いて

可決 ○ ○ × ○ 自 民 ，

共 産 ，

公明

10.28 10.28 市会33 米価下落への緊急対策を求める

意見書の提出について

可決 ○ ○ × ○ 自 民 ，

共 産 ，

公明

10.28 10.28 市会34 我が国の尖閣諸島沖における中

国漁船衝突事件に関する意見書

の提出について

可決 ○ ○ × ○ 自 民 ，

公明

10.28 10.28 市会35 新たな経済対策を求める意見書

の提出について

可決 ○ × × ○ 自 民 ，

公明

10.28 10.28 市会36 リニア中央新幹線の京都ルート

実現に関する決議について

可決 ○ × ○ ○ 自 民 ，

民 主 ，

公明

（○×は議案に対する各会派の態度。 ○＝賛成，×＝反対）

※ 可否同数であったため，議長採決

※
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2 市長提出議案

提出 議決 議案 審議 付 帯

月日 月日 番号
件 名

結果

自

民

共

産

民

主

公

明 決議等

9.15 9.29 議84 平成22年度京都市一般会計補正

予算

可決 ○ × ○ ○ 付 帯 決

議

9.15 9.29 議85 平成22年度京都市老人保健特別

会計補正予算

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議86 平成22年度京都市基金特別会計

補正予算

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議87 平成22年度京都市病院事業特別

会計補正予算

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議88 平成22年度京都市公共下水道事

業特別会計補正予算

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議89 平成22年度京都市自動車運送事

業特別会計補正予算

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議90 平成22年度京都市高速鉄道事業

特別会計補正予算

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議91 京都市地球温暖化対策条例の全

部を改正する条例の制定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○

修正案 否決 × ○ × ×9.15 10.28 議92 京都市廃棄物の減量及

び適正処理等に関する

条例の一部を改正する

条例の制定について

原案 可決 ○ × ○ ○ 付 帯 決

議

9.15 9.29 議93 京都市市税条例の一部を改正す

る条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議94 京都市区の所管区域条例の一部

を改正する条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議95 京都市区役所支所設置条例の一

部を改正する条例の制定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議96 京都市市民活動総合センター条

例の一部を改正する条例の制定

について

可決 ○ ○ ○ ○
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提出 議決 議案 審議 付 帯

月日 月日 番号
件 名

結果

自

民

共

産

民

主

公

明 決議等

9.15 9.29 議97 地方独立行政法人京都市立病院

機構が譲渡等について市長の認

可を受けなければならない重要

な財産を定める条例の制定につ

いて

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議98 京都市社会福祉事業基金条例の

一部を改正する条例の制定につ

いて

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議99 京都市児童館及び学童保育所条

例の一部を改正する条例の制定

について

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議100 京都市知的障害者授産施設条例

の一部を改正する条例の制定に

ついて

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議101 京都市急病診療所条例を廃止す

る条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ 付 帯 決

議

9.15 9.29 議102 京都市地区計画の区域内におけ

る建築物の制限に関する条例の

一部を改正する条例の制定につ

いて

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議103 京都市宝が池公園子どもの楽園

条例の制定について

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議104 京都市梅小路公園条例の一部を

改正する条例の制定について

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議105 京都市道路附属物自動車駐車場

の駐車料金に関する条例の一部

を改正する条例の制定について

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議106 京都市道路附属物駐車場の自転

車等の駐車料金に関する条例の

一部を改正する条例の制定につ

いて

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議107 京都市駐車場条例の一部を改正

する条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議108 京都市自転車等駐車場条例の一

部を改正する条例の制定につい

て

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議109 京都市火災予防条例の一部を改

正する条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○
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提出 議決 議案 審議 付 帯

月日 月日 番号
件 名

結果

自

民

共

産

民

主

公

明 決議等

9.15 9.29 議110 京都市地域水道条例の一部を改

正する条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議111 京都市左京区総合庁舎整備等事

業実施契約の変更について

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議112 指定管理者の指定について（京

都市国際交流会館）

可決 ○ ○ ○ ○ 付 帯 決

議

9.15 9.29 議113 指定管理者の指定について（京

都市大学のまち交流センター）

可決 ○ ○ ○ ○ 付 帯 決

議

9.15 9.29 議114 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議115 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議116 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議117 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議118 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議119 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議120 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議121 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議122 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議123 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議124 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議125 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議126 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議127 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議128 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○
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提出 議決 議案 審議 付 帯

月日 月日 番号
件 名

結果

自

民

共

産

民

主

公

明 決議等

9.15 9.29 議129 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議130 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議131 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議132 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議133 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議134 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議135 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議136 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議137 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議138 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議139 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議140 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議141 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議142 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議143 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議144 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議145 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議146 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議147 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○
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提出 議決 議案 審議 付 帯

月日 月日 番号
件 名

結果

自

民

共

産

民

主

公

明 決議等

9.15 9.29 議148 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議149 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議150 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議151 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議152 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議153 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議154 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議155 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議156 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議157 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議158 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議159 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議160 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議161 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議162 指定管理者の指定について（保

健福祉局関係）

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議163 市道路線の認定について 可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議164 市道路線の廃止について 可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議165 訴えの提起について 可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議166 地方独立行政法人京都市立病院

機構中期目標の策定について

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議167 地方独立行政法人京都市立病院

機構に承継させる権利について

可決 ○ × ○ ○
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提出 議決 議案 審議 付 帯

月日 月日 番号
件 名

結果

自

民

共

産

民

主

公

明 決議等

9.15 9.29 議168 地方独立行政法人京都市立病院

機構定款の変更について

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議169 町の設置及び町の区域の変更に

ついて

可決 ○ ○ ○ ○

9.15 9.29 議170 京都市立南区東九条地域小学校

（仮称）及び京都市立南区東九

条地域中学校（仮称）新築工事

請負契約の変更について

可決 ○ × ○ ○

9.15 9.29 議171 平成22年度京都市一般会計補正

予算

可決 ○ ○ ○ ○

10.28 10.28 議172 京都市人事委員会委員の選任に

ついて（彦惣 弘）

同意 ○ ○ ○ ○

10.28 10.28 議173 京都市教育委員会委員の任命に

ついて（鈴木 晶子）

同意 ○ ○ ○ ○

10.28 10.28 諮10 人権擁護委員の推薦について

（辻 孝司）

可と

認める

○ ○ ○ ○

10.28 10.28 諮11 人権擁護委員の推薦について

（髙橋 肇子）

可と

認める

○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報2 平成21年度京都市一般会計歳入

歳出決算

認定 ○ × ○ ○

9.21 10.28 報3 平成21年度京都市母子寡婦福祉

資金貸付事業特別会計歳入歳出

決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報4 平成21年度京都市国民健康保険

事業特別会計歳入歳出決算

認定 ○ × ○ ○

9.21 10.28 報5 平成21年度京都市介護保険事業

特別会計歳入歳出決算

認定 ○ × ○ ○

9.21 10.28 報6 平成21年度京都市老人保健特別

会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報7 平成21年度京都市後期高齢者医

療特別会計歳入歳出決算

認定 ○ × ○ ○

9.21 10.28 報8 平成21年度京都市地域水道特別

会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報9 平成21年度京都市京北地域水道

特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報10 平成21年度京都市特定環境保全

公共下水道特別会計歳入歳出決

算

認定 ○ ○ ○ ○



－78－

提出 議決 議案 審議 付 帯

月日 月日 番号
件 名

結果

自

民

共

産

民

主

公

明 決議等

9.21 10.28 報11 平成21年度京都市中央卸売市場

第一市場特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報12 平成21年度京都市中央卸売市場

第二市場・と畜場特別会計歳入

歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報13 平成21年度京都市農業集落排水

事業特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報14 平成21年度京都市雇用対策事業

特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ 意見

9.21 10.28 報15 平成21年度京都市土地区画整理

事業特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報16 平成21年度京都市駐車場事業特

別会計歳入歳出決算

認定 ○ × ○ ○

9.21 10.28 報17 平成21年度京都市土地取得特別

会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報18 平成21年度京都市基金特別会計

歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報19 平成21年度京都市市公債特別会

計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報20 平成21年度京都市定額給付金給

付事業特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報21 平成21年度京都市病院事業特別

会計決算

認定 ○ × ○ ○

9.21 10.28 報22 平成21年度京都市水道事業特別

会計決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報23 平成21年度京都市公共下水道事

業特別会計決算

認定 ○ ○ ○ ○

9.21 10.28 報24 平成21年度京都市自動車運送事

業特別会計決算

認定 ○ × ○ ○ 意見

9.21 10.28 報25 平成21年度京都市高速鉄道事業

特別会計決算

認定 ○ ○ ○ ○ 意見

（○×は議案に対する各会派の態度。 ○＝賛成，×＝反対）
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議第84号に対する付帯決議

音楽噴水装置及び文化財展示室については，寄付者の意向はありがたいものであるし，

尊重すべきと考える。

しかしながら，年間のランニングコストが多大であり，本市の厳しい財政状況を考える

と，音楽噴水装置については，次年度以降については３者による覚書に関する確認書によ

り乙丙の２者により管理運営及び維持補修を行うこと。

また，文化財展示室については，更なるコスト削減に努めること。

（賛成会派）

自民，共産

議第92号に対する付帯決議

本条例の改正に伴い，今後は，家庭から有料指定袋で排出された缶・びん・ペットボト

ル及び大型ごみを無断で収集し，または運搬，持ち去りすることが禁止されることになる。

トラックやワゴン車で袋ごと持ち去り，不法投棄等を行う行為は，市民のごみに対する

減量意識の低下や環境行政に対する議会の対応に不信を招きかねず，これらの行為を行う

悪質な業者，個人に対しては，き然たる態度で対処する必要がある。

一方で，ホームレス（路上生活者，野宿生活者等を含む。）の一部の方が空き缶収集で

収入を得ていることも事実である。

しかし，家庭から有料指定袋で排出されたアルミ缶等を持ち去る行為とホームレスの自

立支援策とは別の問題であり，ホームレスの自立支援に当たっては，ホームレスが自らの

意思で安定した生活を営めることを目標とした福祉施策をより一層速やかに推進する必要

がある。

ついては，次のことについて，最大限の努力を行うこと。

1 本条例で定める一般廃棄物の持去りを禁止することは，ごみの減量やリサイクルなど

に対し，市民ぐるみのごみ処理に関する意識及びモラル向上のために実行するものであ

る。

よって京都市は，この条例の主旨を広く市民に周知するとともに，ごみ袋有料化財源

や環境ファンドを積極的に活用し，市民の意識及びモラル向上に資する事業をより一層

強力に推進すべきである。

■ 付帯決議■ 付帯決議等
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2 トラック等を用いての大規模な持去り行為及びそれに端を発した不法投棄等，悪質な

行為に対しては徹底した態度で望むこと。

3 ホームレス施策については，人権尊重も踏まえ，市民周知をより一層徹底し，きめ細

かな相談の実施など，自立支援センター等での就労自立支援事業により，路上生活等か

ら居宅生活への移行支援を行うこと。

4 自立が直ちに困難なホームレスに対しては，各種の情報提供，自立に向けた職業訓練

事業の創設や，ホームレスへの就職あっせんに係る企業等への協力依頼，都市雑業の創

出，「ホームレス能力活用推進事業」の早期実施など，関係機関とも十分連携し，「ホー

ムレスからの脱却」に向け，不退転の決意で新たな施策の実施と積極的な取組をこれま

で以上に推進すること。

5 ホームレスに対する支援施策の取組成果について，聞き取り調査を含め定期的に状況

調査を行い，議会及び市民に報告すること。

（賛成会派）

自民，民主，公明

議第101号に対する付帯決議

従来の急病診療所を統合して，京都府医師会に委託するに当たっては，目的に沿った医

療体制を整備し，利用者や家族などの利便性を向上させるよう，鋭意努力すること。

（賛成会派）

自民，民主，公明

議第112号及び議第113号に対する付帯決議

財団法人京都市国際交流協会及び公益財団法人大学コンソーシアム京都は前回に引き続

き，ほぼ独占的に当該施設の指定管理者に選定されることとなった。

両団体ともすぐれた施設運営能力を有しているとはいえ，指定管理者制度の趣旨から，

極力競争原理を働かせ，よりよい施設運営のために最大限努力すべきところである。しか

しながら，今回の両団体から提出された収支計画の内容を見ると，１ 京都市国際交流会

館については，収入における自主事業，支出における事業費が４年間全く同じ数字となっ

ている。２ 京都市大学のまち交流センターについては，収入・支出のすべての項目が４

年間千円単位まで全く同じ数字となっている。

このことから両団体とも４年間で毎年積極的な施設運営を行うとの意気込みを見て取る
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ことは困難である。

両団体ともほぼ独占的に指定団体に選定されるという安定した立場にあるのであるから

なおのこと従来以上に施設運営に積極的に取り組むとの姿勢を明確に示すよう指導するこ

と。

（賛成会派）

自民，民主，公明

報第14号に付す意見

21年度雇用対策事業は緊急性，即効性を求めたものにもかかわらず，執行率が一けた台

など著しく低い事業があり，その主旨を十分に発揮したものとはなっていないものが見ら

れた。今なお厳しい経済状況が続いており，更なる雇用対策の充実が求められている。今

後同様の事業が行われる際には，今回の反省を踏まえ，その主旨がしっかりと反映される

事業執行を行うよう強く求める。

（賛成会派）

全会派

報第21号に付す意見

病院事業においては，平成23年度の地方独立行政法人への移行に向けて，より一層改革

プランによる経営の効率化に最大限に取り組むこと。また，京都市民のための市民病院と

しての意識改革の徹底と，今後疾病構造の変化に対応した専門外来の開設など政策医療の

担い手病院としての責務を果たすこと。

（賛成会派）

自民，民主，公明

報第24号に付す意見

バス事業においては，７年連続の黒字決算となったが，資金不足額はいまだ約86億円と

なっている。今後，その解消を図るため，「経営健全化計画」をより着実に取り組むこと。

そして，「バス待ち環境の改善・向上」などに取り組むとともに，収入増加策に努めるこ

と。また公共交通不便地域については，高齢社会を踏まえて地域と連携した新たな生活支

援交通の検討をすること。

（賛成会派）
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自民，民主，公明

報第25号に付す意見

1 地下鉄の魅力を高める駅ナカビジネスは，乗客増及び経営安全化にも寄与するもので

ある。平成２１年度に国の「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」を活用して事業化

された「コトチカ」は，「デザイン・設計及び施工一括発注方式」を採用し時間的な側面

を考慮したにもかかわらず，当初予算及び工期ともに変更を余儀なくされることとなっ

た。４億円以上の契約，また金額及び工期の変更は，一般会計では議決によらなければ

ならないが，公営企業は適用除外になっている。

よって理事者は，「コトチカ」事業における契約及び工期の変更事例を，今後の「駅ナ

カビジネス」の展開に向けた教訓とし，本契約はもちろんのこと，契約変更になる場合

には，その内容について，事業者選定委員会，市会，市民へ情報を公開公表し，一層の

説明責任を果たすべきである。

2 高速鉄道事業特別会計においては，平成２１年度決算で，当面の目標としていた現金

収支の黒字化を達成したものの，全国一厳しい経営状況にあることに変わりなく，今後

も着実な経営健全化の推進に努めなければならない。

京都市財政の連結決算における赤字要因の打開を図るべく，地下鉄の経営健全化のた

めには，計画に掲げる１日５万人増客が至上命題であり，駅ナカビジネスをはじめとし

た駅の活性化はもとより地下鉄沿線への集客施設の誘致を進めるなど，オール京都市で

地下鉄駅ごとの特性や特徴を生かした増客対策に全力を挙げて不退転の決意で取り組む

とともに，さらに計画の確実な達成に向けて，「歩くまち・京都」の総合交通戦略等，各

局連携のもとに一層の乗客増対策に全庁一丸となって取り組むべきである。

（賛成会派）

1 全会派

2 自民，民主，公明
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■ 意見書・決議

1 Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を求める意見書

（10月28日可決，全会派共同提案）

2 父親の育児休業取得促進を求める意見書

（10月28日可決，全会派共同提案）

3 速やかに取調べの可視化（取調べ全過程の録画）の実現を求める意見書

（10月28日可決，全会派共同提案）

4 「働く世代への大腸がん検診推進事業」実施を求める意見書

（10月28日可決，全会派共同提案）

5 小沢一郎衆議院議員の国会証人喚問を求める意見書

（10月28日可決，自民，共産，公明共同提案）

6 米価下落への緊急対策を求める意見書

（10月28日可決，自民，共産，公明共同提案）

7 我が国の尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件に関する意見書

（10月28日可決，自民，公明共同提案）

8 新たな経済対策を求める意見書

（10月28日可決，自民，公明共同提案）

9 リニア中央新幹線の京都ルート実現に関する決議

（10月28日可決，自民，民主，公明共同提案）
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市会議第２８号

Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を求める意見書の提出について

Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，厚生労働大臣 あて

京 都 市 会 議 長 名

Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を求める意見書

Ｂ型肝炎訴訟は，国が法律によりすべての国民・住民に強制した集団予防接種における注射

器の使い回しによって，多くのＢ型肝炎ウイルス感染被害者を生んだことについての国の責任

を明らかにし，被害救済することを求める裁判である。

この問題については，平成１８年６月に，最高裁判所が国に法的責任があることを明白に認

め，平成２１年１１月に成立した肝炎対策基本法においても，国自身が，集団予防接種により

被害を出したことの責任を認めた。

このような状況の中，現在，集団予防接種によるＢ型肝炎ウイルス感染被害の救済を求める

訴訟が，全国１０地方裁判所で係争中である。既に本年３月，札幌及び福岡の地方裁判所が相

次いで和解勧告を行い，大阪地方裁判所も和解による解決を促している。しかしながら，国は

和解協議には応じながらも，被害者の救済に向けた十分な対応に至っていない。

Ｂ型肝炎は，慢性肝炎から肝硬変，肝がんに進行し，あるいは肝硬変を経ずして突然肝がん

を発症することもある極めて深刻な病気である。原告のみならず，多くの肝炎患者は，今後の

症状悪化に対する不安，多額の治療費の自己負担額，そしていわれなき差別・偏見に苦しみな

がら日々の生活をしている。

よって国におかれては，下記事項を実現するよう強く要望する。

記

１ 集団予防接種による注射器の使い回しによって被害を受けた被害者が原告となったＢ型

肝炎訴訟において，被害者に謝罪し，未発症者も含め，被害者全員を速やかに救済すること。

２ 肝炎患者にとって経済的負担の心配のない医療費助成制度の整備を進めること。

３ 肝炎患者に対する差別・偏見をなくすための正しい知識の啓発活動を進めること。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第２９号

父親の育児休業取得促進を求める意見書の提出について

父親の育児休業取得促進を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，厚生労働大臣 あて

京 都 市 会 議 長 名

父親の育児休業取得促進を求める意見書

今年６月に，一部を除き，改正育児・介護休業法が施行された。今回の改正で，父母が共に

育児休業を取得する場合，育児休業取得可能期間が延長され（パパ・ママ育休プラス），父親

が妻の出産後８週間以内に育児休業を取得した場合には，特別の事情がなくても再度の育児休

業を取得することが可能となった。また，労使協定により専業主婦の夫などを育児休業の対象

外にできるという法律の規定を廃止し，すべての父親が必要に応じ育児休業を取得できるよう

になるなど，父親も子育てをしながら働くことができる環境が整備されてきている。

しかし，平成２１年度の男性の育児休業取得率は，女性の８５．６パーセントに対し，１．

７２パーセントとまだまだ大きな開きがあり，他の先進諸国と比べても，日本の男性の育児時

間は，最低水準となっている。

勤労者世帯の過半数が共働きとなっている中で，女性だけが子育てや家事を行うのではな

く，男性も積極的に子育てに参加することが求められる。また，今後，父親の育児休業の取得

を促進していくことにより，母親の育児への不安解消や少子化問題の解消にもつながっていく

ものと思われる。さらに，女性の就業率も向上し，日本経済への効果も期待される。

よって国におかれては，今回の改正内容を企業等に周知徹底し，社内等における育児休業を

取得しやすい雰囲気づくりや働き方の見直しを促進するとともに，長時間労働の是正も含め，

より一層育児休業取得促進のための環境整備に取り組んでいただくよう要望する。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３０号

速やかに取調べの可視化（取調べ全過程の録画）の実現を求める意見書の提出につ

いて

速やかに取調べの可視化（取調べ全過程の録画）の実現を求める意見書を次のとおり提出す

る。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，法務大臣 あて

京 都 市 会 議 長 名

速やかに取調べの可視化（取調べ全過程の録画）の実現を求める意見書

取調べの可視化の主たる目的は，密室での取調べに伴い発生するえん罪を防止することにあ

る。

これを行うことで，捜査官の暴行，脅迫，利益誘導等による自白強要や虚偽自白と共に，氷

見事件，志布志事件及び足利事件に代表されるように，現在も後を絶たないえん罪を防止し，

被疑者及び被告人の人権保障を図らなければならない。

このような見地から，取調べの可視化は，不可欠なものである。なぜなら，取調べをすべて

録画することで，取調べの状況が検証可能となり，これにより初めて裁判における供述調書の

任意性や信用性の判断を容易に，かつ，正確になし得るようになるからである。

また，平成２１年５月には，裁判員制度が開始された。この制度は，裁判を国民に分かりや

すく身近にし，市民の日常感覚を司法に取り入れることで，司法への国民の理解と信頼を向上

させることを目指している。

この制度を最大限に生かすためにも，取調べの可視化によって，裁判で供述調書の任意性や

信用性が争われたような場合でも，裁判員となる市民がその判断に窮することのないよう，適

切な方策を講じなければならない。

現在，検察庁では，裁判員裁判対象事件につき，検察官の裁量により取調べの一部の録画が

行われ，また，警察庁においても，取調べの一部の録画が試行されており，裁判員裁判におい

ては，一部の可視化が既に実施されている。

よって国におかれては，録画による刑事事件の取調べの全過程の可視化を実現するよう強く

要望する。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３１号

「働く世代への大腸がん検診推進事業」実施を求める意見書の提出について

「働く世代への大腸がん検診推進事業」実施を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，財務大臣，厚生労働大臣 あて

京 都 市 会 議 長 名

「働く世代への大腸がん検診推進事業」実施を求める意見書

現在，政府は，来年度予算編成の中で，「元気な日本復活特別枠」として，「政策コンテスト」

の実施などにより配分を決める，１兆円を相当程度に超える特別枠を設けており，厚生労働省

が「働く世代への大腸がん検診推進事業」を提示している。

この「大腸がん検診」は，市町村が４０歳から６０歳までの５歳刻みの方に対して，直接，

自宅に「大腸がん検査キット」を送付し，その検査容器に少量の便を採取して検査するもので，

国が２分の１を補助し，残りの２分の１は市町村負担を想定している。大腸がん罹患者が増え

ている現状からも，自宅に居ながら検診を受けることを可能とするこの支援事業は，実施すべ

きである。

よって国におかれては，がん対策基本法を実効あらしめるためにも，今回の「働く世代への

大腸がん検診推進事業」の予算を確保し，継続して実施できるよう，強く求める。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３２号

小沢一郎衆議院議員の国会証人喚問を求める意見書の提出について

小沢一郎衆議院議員の国会証人喚問を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか５２名

自民党市議団，日本共産党市会議員団，

公明党市議団

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣 あて

京 都 市 会 議 長 名

小沢一郎衆議院議員の国会証人喚問を求める意見書

小沢一郎衆議院議員の資金管理団体「陸山会」の土地購入を巡る政治資金収支報告書虚偽記

入事件で，東京第５検察審査会は，平成１６年から平成１７年分の政治資金規正法違反容疑で

告発され，東京地検特捜部が不起訴とした小沢議員を，強制的に起訴すべきだとする「起訴議

決」をした。

同審査会は，その議決書において，「土地購入に充てた４億円の出所についての小沢氏の説

明は，著しく不合理で信用できない。出所を明らかにしようとしないのは，虚偽記入の動機が

あったことを示している。」などと厳しく指摘している。

政権与党民主党の幹事長という要職にあった小沢議員が，国民の判断により，法廷で刑事責

任を問われる異例の事態となったことは，極めて遺憾である。

また，小沢議員が刑事被告人になりながら政治活動を続けることは，国民の厳粛な負託を裏

切るだけでなく，そのことにより国民の政治不信が一層増幅されることは必至である。

加えて，小沢議員は，本事件に関し，検察当局が起訴しなかったのだから「潔白」と繰り返

すのみで，これまで国会の場で一度も説明を行っていないことから，国民の前で自ら事件の真

相や経緯を明確に説明する重大な責任がある。

よって国におかれては，政治に対する国民の信頼回復を図るため，小沢議員の政治資金収支

報告書虚偽記入事件について，国会証人喚問を求め，政治的・道義的責任を問い，徹底した全

容解明を果たすよう強く求める。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。



－89－

市会議第３３号

米価下落への緊急対策を求める意見書の提出について

米価下落への緊急対策を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか５２名

自民党市議団，日本共産党市会議員団，

公明党市議団

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，農林水産大臣 あて

京 都 市 会 議 長 名

米価下落への緊急対策を求める意見書

近年の米価は，生産コストを大幅に下回る水準にあり，全農等の新米に対する概算金が６０

キログラム当たり対前年比２，０００円から３，０００円も低下している。また，１俵当たり

１，７００円の戸別所得補償を背負った平成２２年度産米が市場に流通し始め，米価が更に下

落する可能性が高い。

米価下落の原因は，米価下落と財政支出拡大の持続的連鎖が生じる不適切な農業政策にあ

る。コメの生産による収益が過剰に期待されることから，農地の貸しはがし，貸し渋りが起こ

り，加えて，農業農村整備事業予算が約３分の１に縮減されたことと相まって，集落営農の促

進や農業基盤整備が阻害されている現状は，これまで以上に看過できない。

現下の政策をこのまま進めると，農家は所得の大幅減少，消費者は麦及び大豆の減産や安全

な国産米を生産する農家の大幅な減少に直面し，日本の農業は，生産者にとっても消費者にと

っても壊滅的な打撃を受けかねない。

政府は，直ちにコメ，麦，大豆などの生産を促進する政策や，集落営農の促進，担い手の育

成，コメの過剰在庫解消などの政策を強力に推し進めるべきである。

よって国におかれては，現下の米価が下落している現状を真しに受け止め，コメの再生産を

確保し，地域農業や地域経済を維持，発展させる観点から，現在の農政を抜本的に改め，政策

転換を図るとともに，備蓄米の買入れを直ちに行うよう強く要望する。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３４号

我が国の尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件に関する意見書の提出について

我が国の尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件に関する意見書を次のとおり提出する。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか３３名

（ 自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ）

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，法務大臣，外務大臣，

国土交通大臣 あて

京 都 市 会 議 長 名

我が国の尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件に関する意見書

先般，９月７日，沖縄県尖閣諸島沖合の日本領海内で停船を命じられた中国漁船が，海上保

安庁の巡視船に衝突する事件が発生し，後に，公務執行妨害の容疑で逮捕・勾留されていた中

国漁船の船長を，政府の見解があいまいな状況の下，処分保留のまま釈放した。

中国漁船の船長の釈放は，中国側からすれば，日本側に過失，非があったことを認めた結果

として都合よく解釈されるおそれがあり，尖閣諸島は中国の領土であるとする主張に新たな根

拠を与えかねない重大な事態を招いた政府の責任は，看過することができない。

これは，民主党政府が領土に対する外交責任を放棄する形となり，極めて重大な問題であり，

民主党政府の責任は大きい。

現在，中国各地での「反日デモ」が相次ぎ，日本関連の店舗を襲うなどの暴力的行為が引き

起こされていることは，誠に遺憾である。

そもそも尖閣諸島は，１８９５年１月に，当時の日本政府が領有宣言をしているが，１９７

１年１２月までは中国政府からも異議が持ち出されていなかった。また，戦後の１９５３年１

月，当時の中国政府も「人民日報」で尖閣諸島を日本の領土と紹介していた。まさに，尖閣諸

島の領有権については，我が国固有の領土として歴史的にも国際法上も疑いのないところであ

り，同諸島を巡り解決すべき領有権の問題は存在していない。

よって国におかれては，下記の事項を実現するよう強く要望する。

記

１ 「尖閣諸島は日本の固有の領土である。」との態度を明確に中国及び諸外国に示し，今後

同様の事件が起こった際には，国内法に基づき厳正に対処すること。

２ 海上保安庁が撮影した衝突時のビデオを国民に公表するなど，事実関係を世界に明らかに

すること。

３ 中国から日本への謝罪や賠償の要求には応じず，日本が被った損害を請求すること。

４ 尖閣諸島周辺の領海において，漁業権が，中国をはじめとした外国漁船の違法操業によっ

て侵害されないようにすること。
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５ 中国政府に対する厳重抗議と再発防止策の申入れを行うとともに，大局観に立った対話を

軸とする外交的努力をすること。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３５号

新たな経済対策を求める意見書の提出について

新たな経済対策を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか３３名

（ 自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ）

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，財務大臣，

内閣府特命担当大臣（経済財政政策），

国家戦略担当大臣 あて

京 都 市 会 議 長 名

新たな経済対策を求める意見書

今般の急速な株価下落と円高は，地域経済に深刻な打撃を与えている。特に地域経済は，平

成２１年度第１次補正予算が執行停止され，今年度の公共事業予算も対前年度比マイナス１８

パーセントとなるなど，大幅な予算削減による弱体化が顕在化している。

しかしながら，政府は，平成２３年度予算について，各省の予算を一律１割削減する方針を

打ち出していることから，「公共事業予算が来年度以降も削減されるのではないか。」といった

懸念がある。

国土交通省の来年度予算概算要求では，公共事業関係費は今年度と同額を要求しているが，

深刻な不況に苦しむ地域経済・雇用を守るためには，これ以上の削減は，到底認められるもの

ではない。むしろ，深刻な不況から一刻も早く抜け出すために，即効性のある事業を前倒しで

行うなど，景気を刺激する政策を速やかに打ち出すべきである。

よって国におかれては，地域経済の活性化に向けて，下記の政策を速やかに実行するよう求

める。

記

１ 円高，デフレ脱却に向けて政府がき然たる意志を示し，日本銀行との適切かつ強固な協力

体制を構築すること。

２ 将来性ある農地集積事業，スクールニューディール，地域医療，環境分野などの事業に集

中的に投資し，企業による雇用や設備投資を促進すること。

３ 来年度予算における公共事業費を維持・拡充し，地域経済・雇用の下支えをすること。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３６号

リニア中央新幹線の京都ルート実現に関する決議について

リニア中央新幹線の京都ルート実現に関する決議を次のとおり提出する。

平成２２年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか４７名

自 民 党 市 議 団 ， 民 主 ・ 都 み ら い ，

公 明 党 市 議 団

リニア中央新幹線の京都ルート実現に関する決議

リニア中央新幹線については，平成３９年の東京～名古屋間，平成５７年の名古屋～大阪間

の開業に向け，本年３月に国土交通省の交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会の下に中央新

幹線小委員会が設置され，営業主体及び建設主体の指名並びに整備計画の決定が審議されてい

る。その際，昭和４８年の全国新幹線鉄道整備法に基づく基本計画である「東京都を起点とし

て甲府市付近，名古屋市付近，奈良市付近を通過し終点を大阪市とする」整備ルートをベース

に議論が進められており，このままでは，リニア中央新幹線は，本市に乗り入れしないことに

なってしまう。

しかしながら，国立京都国際会館及び京都迎賓館を有し，国内はもとより世界中から５，０

００万人もの観光客が訪れる，日本を代表する国際文化観光都市である京都を通らないルート

の設定は，我が国にとっても大きな損失となる。

そのため，リニア中央新幹線の本市への乗り入れについては，本年５月及び９月の市会定例

会において，代表質問で取り上げられたところである。また，昨年１２月に京都経済同友会か

ら提言された，本市に望む八つの緊急取組事項の一つにも挙げられている。このことを踏まえ，

本市が，「国家戦略としての京都創生」を実現し，将来にわたって京都の都市格を維持，向上

するとともに，新たに策定した本市観光振興計画を推進し，国家的課題として位置付けられて

いる観光立国を実現するためにも，リニア中央新幹線の本市への乗り入れの実現は，本市のみ

ならず日本にとっても極めて重要な取組である。

よって本市会としても，市長をはじめ各関係団体と共に「京都ルート」の実現に向け，これ

まで以上に強力に取り組むこととする。

以上，決議する。

年 月 日

京 都 市 会
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■ 請願審査結果

（平成22年10月28日現在）

くらし環境委員会

受理番号 件 名 受理年月日 処理結果

294，295 青少年活動センターの設置 22.9.16

22.9.17

22.10.28継続審査

教育福祉委員会

受理番号 件 名 受理年月日 処理結果

280 学童保育所の設置（伏見区淀） 22.2.19 22.10.28継続審査

289 敬老乗車証の使用区間の拡大 22.9.15 22.10.28継続審査

296 国民健康保険料の納付要件の緩和 22.9.27 22.10.28継続審査

297 保育制度改革の見直しの要請 22.9.28 22.10.28継続審査

298 子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成 22.9.28 22.10.28継続審査

まちづくり消防委員会

受理番号 件 名 受理年月日 処理結果

256 葬祭場建設の指導（下京区中堂寺） 21.5.15 22.10.28継続審査

266 梅小路公園の再整備 21.10.23 22.10.28継続審査

277，278 建築物建設の指導 22.2.18 22.10.28継続審査

284 葬儀場建設の指導（右京区梅津） 22.3.11 22.10.28継続審査

285 マンション建設の指導（左京区北白川） 22.5.14 22.10.28継続審査

286 葬儀場建設の指導（中京区壬生） 22.5.20 22.9.15採択

287，288 マンション建設の指導（西京区川島） 22.5.19 22.9.15採択

290 マンション建設の指導（右京区太秦） 22.9.15 22.10.28採択

291 マンション建設の指導（右京区太秦） 22.9.15 22.10.28採択

292 公営住宅へのスロープの設置 22.9.15 22.10.28継続審査

293 向島地域でのコミュニティバスの運行 22.9.15 22.10.28継続審査

299 路上弁当販売の指導 22.9.28 22.10.28継続審査

300 路上弁当販売の指導 22.9.28 22.10.28継続審査

301 マンション建設の指導（山科区御陵） 22.10.21 22.10.28継続審査
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■ 請願等受理及び処理件数一覧

（平成22年10月28日現在）

受 理 件 数 処 理 件 数

区 分
繰越し 新 計 採 択 不採択

審議

未了
取下げ 計

継続

陳

情

受

理

件

数

経済総務委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

くらし環境委員会 0 2 2 0 0 0 0 0 2 2

教育福祉委員会 1 4 5 0 0 0 0 0 5 2

まちづくり消防委員会 9 7 16 5 0 0 0 5 11 3

交通水道委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 10 13 23 5 0 0 0 5 18 8
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議員研修の実施

9月15日の午後１時から議場において，議員研修（講師：東京大学名誉教授 大森 彌氏，テー

マ：「自治体議会議員の新たな位置付け」）を実施した。

アメリカ合衆国の臨界前核実験に対する抗議文の送付

アメリカ合衆国の臨界前核実験の実施に対して，大統領あてに，10月13日，市長及び市会議長連

名の抗議文を送付した。

■ 特記事項



発 行 京都市会事務局政務調査課
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